
 

 

第一六二回 

閣第四五号 

   核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法律案 

 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和三十二年法律第百六十

六号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第十二条の五」を「第十二条の七」に、「第二十二条の七」を「第二十二条

の九」に、「第四十三条の三」を「第四十三条の三の四」に、「第四十三条の二十六」

を「第四十三条の二十八」に、「第五十一条の二十四」を「第五十一条の二十六」に、

「第六章 核燃料物質等の使用等に関する規制（第五十二条―第六十一条の二の二）」

を 

「第五章の三 核燃料物質等の使用等に関する規制（第五十二条―第五十七条の八）  

 第六章 原子力事業者等に関する規制等（第五十八条―第六十一条の二） 」

に、「第六十一条の九の二」を「第六十一条の九の四」に改める。 

 第十条第二項中「各号の一に」を「各号のいずれかに」に改め、同項第一号中「一

に」を「いずれかに」に改め、同項第三号を削り、同項第四号中「第十一条の三第二

項」を「第十一条の二第二項」に改め、同号を同項第三号とし、同項中第五号を第四号

とし、第六号を第五号とし、第七号を第六号とし、第八号を第七号とし、同号の次に次

の一号を加える。 

 八 第十二条の六第一項の規定に違反して製錬の事業を廃止したとき。 

 第十条第二項第十二号中「第六十二条第一項」を「第六十二条の二第一項」に改め、

同号を同項第十三号とし、同項第十一号中「第五十九条の三第二項」を「第五十九条の

二第二項」に改め、同号を同項第十二号とし、同項第十号中「第五十九条の二第二項」

を「第五十九条第二項」に改め、同号を同項第十一号とし、同項第九号中「第五十八条

の二第二項」を「第五十八条第二項」に改め、同号を同項第十号とし、同号の前に次の

一号を加える。 

 九 第十二条の六第二項の規定に違反したとき。 

 第十一条の二を削り、第十一条の三を第十一条の二とする。 

 第十二条の二第一項中「第十一条の三第一項」を「第十一条の二第一項」に改め、同

条に次の四項を加える。 

５ 製錬事業者は、経済産業省令で定めるところにより、前項の規定の遵守の状況につ

いて、経済産業大臣が定期に行う検査を受けなければならない。 

６ 前項の検査に当たつては、経済産業大臣の指定するその職員は、次に掲げる事項で

あつて経済産業省令で定めるものを行うことができる。 

 一 事務所又は工場若しくは事業所への立入り 

 二 帳簿、書類その他必要な物件の検査 

 三 関係者に対する質問 



 

 

 四 特定核燃料物質その他の必要な試料の提出（試験のため必要な最小限度の量に限

る。）をさせること。 

７ 前項第一号の規定により職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯し、

かつ、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

８ 第六項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

 第十二条の三第一項中「第十一条の三第一項」を「第十一条の二第一項」に改める。 

 第二章中第十二条の五の次に次の二条を加える。 

 （事業の廃止に伴う措置） 

第十二条の六 製錬事業者は、その事業を廃止しようとするときは、製錬施設の解体、

その保有する核燃料物質の譲渡し、核燃料物質による汚染の除去、核燃料物質によつ

て汚染された物の廃棄その他の経済産業省令で定める措置（以下この条及び次条にお

いて「廃止措置」という。）を講じなければならない。 

２ 製錬事業者は、廃止措置を講じようとするときは、あらかじめ、経済産業省令で定

めるところにより、当該廃止措置に関する計画（以下この条及び次条において「廃止

措置計画」という。）を定め、経済産業大臣の認可を受けなければならない。 

３ 製錬事業者は、前項の認可を受けた廃止措置計画を変更しようとするときは、経済

産業省令で定めるところにより、経済産業大臣の認可を受けなければならない。ただ

し、経済産業省令で定める軽微な変更をしようとするときは、この限りでない。 

４ 経済産業大臣は、前二項の認可の申請に係る廃止措置計画が経済産業省令で定める

基準に適合していると認めるときは、前二項の認可をしなければならない。 

５ 製錬事業者は、第二項の認可を受けた廃止措置計画について第三項ただし書の経済

産業省令で定める軽微な変更をしたときは、その旨を経済産業大臣に届け出なければ

ならない。 

６ 製錬事業者は、第二項の認可を受けた廃止措置計画（第三項又は前項の規定による

変更の認可又は届出があつたときは、その変更後のもの）に従つて廃止措置を講じな

ければならない。 

７ 経済産業大臣は、前項の規定に違反して廃止措置を講じた製錬事業者に対し、核燃

料物質又は核燃料物質によつて汚染された物による災害を防止するために必要な措置

を命ずることができる。 

８ 製錬事業者は、廃止措置が終了したときは、その結果が経済産業省令で定める基準

に適合していることについて、経済産業大臣の確認を受けなければならない。 

９ 製錬事業者が前項の規定による確認を受けたときは、第三条第一項の指定は、その

効力を失う。 

 （指定の取消し等に伴う措置） 

第十二条の七 製錬事業者が第十条の規定により指定を取り消されたとき、又は製錬事

業者が解散し、若しくは死亡した場合において、第八条第一項若しくは第九条第一項



 

 

の規定による承継がなかつたときは、旧製錬事業者等（第十条の規定により指定を取

り消された製錬事業者又は製錬事業者が解散し、若しくは死亡した場合において、第

八条第一項若しくは第九条第一項の規定による承継がなかつたときの清算人若しくは

破産管財人若しくは相続人に代わつて相続財産を管理する者をいう。以下同じ。）は、

第十一条から第十二条の五までの規定（これらの規定に係る罰則を含む。）の適用に

ついては、第九項の規定による確認を受けるまでの間は、なお製錬事業者とみなす。 

２ 旧製錬事業者等は、経済産業省令で定めるところにより、廃止措置計画を定め、第

十条の規定により製錬事業者としての指定を取り消された日又は製錬事業者の解散若

しくは死亡の日から経済産業省令で定める期間内に経済産業大臣に認可の申請をしな

ければならない。 

３ 旧製錬事業者等は、前項の認可を受けるまでの間は、廃止措置を講じてはならない。 

４ 旧製錬事業者等は、第二項の認可を受けた廃止措置計画を変更しようとするときは、

経済産業省令で定めるところにより、経済産業大臣の認可を受けなければならない。

ただし、経済産業省令で定める軽微な変更をしようとするときは、この限りでない。 

５ 経済産業大臣は、第二項及び前項の認可の申請に係る廃止措置計画が前条第四項の

経済産業省令で定める基準に適合していると認めるときは、第二項及び前項の認可を

しなければならない。 

６ 旧製錬事業者等は、第二項の認可を受けた廃止措置計画について第四項ただし書の

経済産業省令で定める軽微な変更をしたときは、その旨を経済産業大臣に届け出なけ

ればならない。 

７ 旧製錬事業者等は、第二項の認可を受けた廃止措置計画（第四項又は前項の規定に

よる変更の認可又は届出があつたときは、その変更後のもの）に従つて廃止措置を講

じなければならない。 

８ 経済産業大臣は、前項の規定に違反して廃止措置を講じた旧製錬事業者等に対し、

核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物による災害を防止するために必要な

措置を命ずることができる。 

９ 旧製錬事業者等は、廃止措置が終了したときは、その結果が前条第八項の経済産業

省令で定める基準に適合していることについて、経済産業大臣の確認を受けなければ

ならない。 

 第十六条の二第一項中「次項及び第三項」を「以下この条」に改め、同条に次の一項

を加える。 

４ 加工事業者は、第一項の認可を受けた加工施設に関する設計及び工事の方法につい

て第二項ただし書の経済産業省令で定める軽微な変更をしたときは、その旨を経済産

業大臣に届け出なければならない。 

 第十六条の三第二項第一号中「前条」を「前条第一項」に改め、「方法」の下に

「（同条第二項又は第四項の規定による変更の認可又は届出があつたときは、その変更



 

 

後のもの）」を加える。 

 第十六条の五第一項に次のただし書を加える。 

  ただし、第二十二条の八第二項の認可を受けた場合（経済産業省令で定める場合を

除く。）は、この限りでない。 

 第二十条第二項中「各号の一に」を「各号のいずれかに」に改め、同項第一号中「一

に」を「いずれかに」に改め、同項第十七号を同項第十九号とし、同項第十六号を同項

第十八号とし、同項第十五号中「第六十二条第一項」を「第六十二条の二第一項」に改

め、同号を同項第十七号とし、同項第十四号を同項第十六号とし、同項第十三号中「第

五十九条の三第二項」を「第五十九条の二第二項」に改め、同号を同項第十五号とし、

同項第十二号中「第五十九条の二第二項」を「第五十九条第二項」に改め、同号を同項

第十四号とし、同項第十一号中「第五十八条の二第二項」を「第五十八条第二項」に改

め、同号を同項第十三号とし、同項第十号の次に次の二号を加える。 

 十一 第二十二条の八第一項の規定に違反して加工の事業を廃止したとき。 

 十二 第二十二条の八第二項の規定に違反したとき。 

 第二十二条第六項中「「第二十二条第五項」と、同条第七項中「前項第一号」とある

のは「第二十二条第六項において準用する前項第一号」と、同条第八項中「第六項」と

あるのは「第二十二条第六項において準用する第六項」」を「、「第二十二条第五

項」」に改める。 

 第二十二条の二を削り、第二十二条の二の二を第二十二条の二とする。 

 第二十二条の六第二項中「から第四項まで」を「から第五項まで」に、「、前項」を

「前項」に改め、「ついて」の下に「、同条第六項から第八項までの規定はこの項にお

いて準用する同条第五項の検査について」を加え、「これらの規定」を「同条第二項中

「前項」とあるのは「第二十二条の六第一項」と、同条第三項から第五項までの規定」

に、「、「加工事業者」」を「「加工事業者」」に改める。 

 第三章中第二十二条の七の次に次の二条を加える。 

 （事業の廃止に伴う措置） 

第二十二条の八 加工事業者は、その事業を廃止しようとするときは、加工施設の解体、

その保有する核燃料物質の譲渡し、核燃料物質による汚染の除去、核燃料物質によつ

て汚染された物の廃棄その他の経済産業省令で定める措置（以下この条及び次条にお

いて「廃止措置」という。）を講じなければならない。 

２ 加工事業者は、廃止措置を講じようとするときは、あらかじめ、経済産業省令で定

めるところにより、当該廃止措置に関する計画（次条において「廃止措置計画」とい

う。）を定め、経済産業大臣の認可を受けなければならない。 

３ 第十二条の六第三項から第九項までの規定は、加工事業者の廃止措置について準用

する。この場合において、同条第三項中「前項」とあるのは「第二十二条の八第二

項」と、同条第四項中「前二項」とあるのは「第二十二条の八第二項及び前項」と、



 

 

同条第五項及び第六項中「第二項」とあるのは「第二十二条の八第二項」と、同条第

九項中「第三条第一項の指定」とあるのは「第十三条第一項の許可」と読み替えるも

のとする。 

 （許可の取消し等に伴う措置） 

第二十二条の九 加工事業者が第二十条の規定により許可を取り消されたとき、又は加

工事業者が解散し、若しくは死亡した場合において、第十八条第一項若しくは第十九

条第一項の規定による承継がなかつたときは、旧加工事業者等（第二十条の規定によ

り許可を取り消された加工事業者又は加工事業者が解散し、若しくは死亡した場合に

おいて、第十八条第一項若しくは第十九条第一項の規定による承継がなかつたときの

清算人若しくは破産管財人若しくは相続人に代わつて相続財産を管理する者をいう。

以下同じ。）は、第十六条の五、第二十一条から第二十二条の二まで及び第二十二条

の四から第二十二条の七までの規定（これらの規定に係る罰則を含む。）の適用につ

いては、第五項において準用する第十二条の七第九項の規定による確認を受けるまで

の間は、なお加工事業者とみなす。 

２ 旧加工事業者等は、経済産業省令で定めるところにより、廃止措置計画を定め、第

二十条の規定により加工事業者としての許可を取り消された日又は加工事業者の解散

若しくは死亡の日から経済産業省令で定める期間内に経済産業大臣に認可の申請をし

なければならない。 

３ 旧加工事業者等は、前項の認可を受けるまでの間は、廃止措置を講じてはならない。 

４ 第一項の規定により加工事業者とみなされた旧加工事業者等が第二項の認可を受け

た場合（経済産業省令で定める場合を除く。）には、第十六条の五の規定は、適用し

ない。 

５ 第十二条の七第四項から第九項までの規定は、旧加工事業者等の廃止措置について

準用する。この場合において、これらの規定中「第二項」とあるのは「第二十二条の

九第二項」と読み替えるほか、同条第五項中「前条第四項」とあるのは「第二十二条

の八第三項において準用する前条第四項」と、同条第九項中「前条第八項」とあるの

は「第二十二条の八第三項において準用する前条第八項」と読み替えるものとする。 

 第二十七条第一項中「次項及び第三項」を「以下この条」に改め、同条に次の一項を

加える。 

４ 原子炉設置者は、第一項の認可を受けた原子炉施設に関する設計及び工事の方法に

ついて第二項ただし書の主務省令で定める軽微な変更をしたときは、その旨を主務大

臣に届け出なければならない。 

 第二十八条第二項第一号中「前条」を「前条第一項」に改め、「方法」の下に「（同

条第二項又は第四項の規定による変更の認可又は届出があつたときは、その変更後のも

の）」を加える。 

 第二十九条第一項に次のただし書を加える。 



 

 

  ただし、第四十三条の三の二第二項の認可を受けた原子炉については、主務省令で

定める場合を除き、この限りでない。 

 第三十条に次のただし書を加える。 

  ただし、第四十三条の三の二第二項の認可を受けた原子炉については、この限りで

ない。 

 第三十三条第二項中「各号の一に」を「各号のいずれかに」に改め、同項第一号中

「一に」を「いずれかに」に改め、同項第十七号を同項第二十号とし、同項第十六号の

二を同項第十九号とし、同項第十六号を同項第十八号とし、同項第十五号中「第六十二

条第一項」を「第六十二条の二第一項」に改め、同号を同項第十七号とし、同項第十四

号を同項第十六号とし、同項第十三号中「第五十九条の三第二項」を「第五十九条の二

第二項」に改め、同号を同項第十五号とし、同項第十二号中「第五十九条の二第二項」

を「第五十九条第二項」に改め、同号を同項第十四号とし、同項第十一号中「第五十八

条の二第二項」を「第五十八条第二項」に改め、同号を同項第十三号とし、同項第十号

の次に次の二号を加える。 

 十一 第四十三条の三の二第一項の規定に違反して原子炉を廃止したとき。 

 十二 第四十三条の三の二第二項の規定に違反したとき。 

 第三十三条第三項中「一に」を「いずれかに」に改め、同項第一号中「第十一号、第

十二号又は第十七号」を「第十三号、第十四号又は第二十号」に改め、同項第三号中

「第六十二条第一項」を「第六十二条の二第一項」に改める。 

 第三十七条第六項中「、同条第七項中「前項第一号」とあるのは「第三十七条第六項

において準用する前項第一号」と、同条第八項中「第六項」とあるのは「第三十七条第

六項において準用する第六項」と」を削る。 

 第三十八条を次のように改める。 

第三十八条 削除 

 第三十九条第五項中「、又は」を「、及び」に、「第六十五条第二項」を「第四十三

条の三の二第三項」に改める。 

 第四十三条の二第二項を次のように改める。 

２ 第十二条の二第二項から第五項までの規定は前項の核物質防護規定について、同条

第六項から第八項までの規定はこの項において準用する同条第五項の検査について準

用する。この場合において、同条第二項中「経済産業大臣」とあるのは「第二十三条

第二項に規定する主務大臣」と、「前項」とあるのは「第四十三条の二第一項」と、

同条第三項中「経済産業大臣」とあるのは「第二十三条第二項に規定する主務大臣」

と、「製錬事業者」とあるのは「原子炉設置者」と、同条第四項中「製錬事業者」と

あるのは「原子炉設置者」と、同条第五項中「製錬事業者」とあるのは「原子炉設置

者」と、「経済産業省令」とあるのは「第二十七条第一項に規定する主務省令」と、

「経済産業大臣」とあるのは「第二十三条第二項に規定する主務大臣」と、同条第六



 

 

項中「経済産業大臣」とあるのは「第二十三条第二項に規定する主務大臣」と、「経

済産業省令」とあるのは「第二十七条第一項に規定する主務省令」と読み替えるもの

とする。 

 第四章中第四十三条の三の次に次の三条を加える。 

 （原子炉の廃止に伴う措置） 

第四十三条の三の二 原子炉設置者は、原子炉を廃止しようとするときは、原子炉施設

の解体、その保有する核燃料物質の譲渡し、核燃料物質による汚染の除去、核燃料物

質によつて汚染された物の廃棄その他の主務省令で定める措置（以下この条及び次条

において「廃止措置」という。）を講じなければならない。 

２ 原子炉設置者は、廃止措置を講じようとするときは、あらかじめ、主務省令で定め

るところにより、当該廃止措置に関する計画（次条において「廃止措置計画」とい

う。）を定め、主務大臣の認可を受けなければならない。 

３ 第十二条の六第三項から第九項までの規定は、原子炉設置者の廃止措置について準

用する。この場合において、これらの規定中「経済産業大臣」とあるのは「第二十三

条第二項に規定する主務大臣」と読み替えるほか、同条第三項中「前項」とあるのは

「第四十三条の三の二第二項」と、「経済産業省令」とあるのは「第二十七条第一項

に規定する主務省令」と、同条第四項中「前二項」とあるのは「第四十三条の三の二

第二項及び前項」と、「経済産業省令」とあるのは「第二十七条第一項に規定する主

務省令」と、同条第五項中「第二項」とあるのは「第四十三条の三の二第二項」と、

「経済産業省令」とあるのは「第二十七条第一項に規定する主務省令」と、同条第六

項中「第二項」とあるのは「第四十三条の三の二第二項」と、同条第七項中「又は」

とあるのは「若しくは」と、「汚染された物」とあるのは「汚染された物又は原子

炉」と、同条第八項中「経済産業省令」とあるのは「第二十七条第一項に規定する主

務省令」と、同条第九項中「第三条第一項の指定」とあるのは「第二十三条第一項の

許可は、第四十三条の三の二第二項の認可に係る原子炉について」と読み替えるもの

とする。 

 （許可の取消し等に伴う措置） 

第四十三条の三の三 原子炉設置者が第三十三条第一項若しくは第二項の規定により許

可を取り消されたとき、又は原子炉設置者が解散し、若しくは死亡した場合において、

第三十一条第一項若しくは第三十二条第一項の規定による承継がなかつたときは、旧

原子炉設置者等（第三十三条第一項若しくは第二項の規定により許可を取り消された

原子炉設置者又は原子炉設置者が解散し、若しくは死亡した場合において、第三十一

条第一項若しくは第三十二条第一項の規定による承継がなかつたときの清算人若しく

は破産管財人若しくは相続人に代わつて相続財産を管理する者をいう。以下同じ。）

は、第二十九条、第三十四条から第三十六条まで、第三十七条、第四十条及び第四十

二条から第四十三条の三までの規定（これらの規定に係る罰則を含む。）の適用につ



 

 

いては、第四項において準用する第十二条の七第九項の規定による確認を受けるまで

の間は、なお原子炉設置者とみなす。 

２ 旧原子炉設置者等は、主務省令で定めるところにより、廃止措置計画を定め、第三

十三条第一項若しくは第二項の規定により原子炉設置者としての許可を取り消された

日又は原子炉設置者の解散若しくは死亡の日から主務省令で定める期間内に主務大臣

に認可の申請をしなければならない。 

３ 旧原子炉設置者等は、前項の認可を受けるまでの間は、廃止措置を講じてはならな

い。 

４ 第十二条の七第四項から第九項までの規定は旧原子炉設置者等の廃止措置について、

第二十二条の九第四項の規定は旧原子炉設置者等について準用する。この場合におい

て、これらの規定中「第二項」とあるのは「第四十三条の三の三第二項」と、「経済

産業省令」とあるのは「第二十七条第一項に規定する主務省令」と、「経済産業大

臣」とあるのは「第二十三条第二項に規定する主務大臣」と読み替えるほか、第十二

条の七第五項中「前条第四項」とあるのは「第四十三条の三の二第三項において準用

する前条第四項」と、同条第八項中「又は」とあるのは「若しくは」と、「汚染され

た物」とあるのは「汚染された物又は原子炉」と、同条第九項中「前条第八項」とあ

るのは「第四十三条の三の二第三項において準用する前条第八項」と、第二十二条の

九第四項中「第一項」とあるのは「第四十三条の三の三第一項」と、「加工事業者

と」とあるのは「原子炉設置者と」と、「第十六条の五」とあるのは「第二十九条」

と読み替えるものとする。 

 （政令への委任） 

第四十三条の三の四 外国原子力船運航者についての原子炉の廃止又は外国原子力船運

航者の第三十三条第三項の規定による許可の取消しの場合については、政令で、外国

原子力船運航者が講ずべき原子炉の廃止等に伴う核燃料物質若しくは核燃料物質によ

つて汚染された物又は原子炉による災害の防止のための措置に関し必要な事項を定め

ることができる。 

２ 前項の規定による政令には、必要な罰則を設けることができる。 

３ 前項の罰則に規定することができる罰は、一年以下の懲役若しくは百万円以下の罰

金又はこれらの併科とする。 

 第四十三条の四第一項中「第六十六条第三項及び第七十七条第六号の二」を「第七十

七条第六号の二及び第七十八条第十六号の二」に、「再処理事業者」を「第四十四条第

一項の指定を受けた者」に、「再処理施設又は同条第二項第七号」を「第四十四条第二

項第二号に規定する再処理施設又は第五十二条第二項第七号」に改める。 

 第四十三条の八第一項中「次項及び第三項」を「以下この条」に改め、同条に次の一

項を加える。 

４ 使用済燃料貯蔵事業者は、第一項の認可を受けた使用済燃料貯蔵施設に関する設計



 

 

及び工事の方法について第二項ただし書の経済産業省令で定める軽微な変更をしたと

きは、その旨を経済産業大臣に届け出なければならない。 

 第四十三条の九第二項第一号中「前条」を「前条第一項」に改め、「方法」の下に

「（同条第二項又は第四項の規定による変更の認可又は届出があつたときは、その変更

後のもの）」を加える。 

 第四十三条の十一第一項に次のただし書を加える。 

  ただし、第四十三条の二十七第二項の認可を受けた場合（経済産業省令で定める場

合を除く。）は、この限りでない。 

 第四十三条の十三に次のただし書を加える。 

  ただし、第四十三条の二十七第二項の認可を受けた場合は、この限りでない。 

 第四十三条の十六第二項中「各号の一に」を「各号のいずれかに」に改め、同項第一

号中「一に」を「いずれかに」に改め、同項第十七号を同項第十九号とし、同項第十六

号を同項第十八号とし、同項第十五号中「第六十二条第一項」を「第六十二条の二第一

項」に改め、同号を同項第十七号とし、同項第十四号を同項第十六号とし、同項第十三

号中「第五十九条の三第二項」を「第五十九条の二第二項」に改め、同号を同項第十五

号とし、同項第十二号中「第五十九条の二第二項」を「第五十九条第二項」に改め、同

号を同項第十四号とし、同項第十一号中「第五十八条の二第二項」を「第五十八条第二

項」に改め、同号を同項第十三号とし、同項第十号の次に次の二号を加える。 

 十一 第四十三条の二十七第一項の規定に違反して使用済燃料の貯蔵の事業を廃止し

たとき。 

 十二 第四十三条の二十七第二項の規定に違反したとき。 

 第四十三条の二十第六項中「「第四十三条の二十第五項」と、同条第七項中「前項第

一号」とあるのは「第四十三条の二十第六項において準用する前項第一号」と、同条第

八項中「第六項」とあるのは「第四十三条の二十第六項において準用する第六項」」を

「、「第四十三条の二十第五項」」に改める。 

 第四十三条の二十一を次のように改める。 

第四十三条の二十一 削除 

 第四十三条の二十五第二項中「から第四項まで」を「から第五項まで」に、「、前

項」を「前項」に改め、「ついて」の下に「、同条第六項から第八項までの規定はこの

項において準用する同条第五項の検査について」を加え、「これらの規定」を「同条第

二項中「前項」とあるのは「第四十三条の二十五第一項」と、同条第三項から第五項ま

での規定」に、「、「使用済燃料貯蔵事業者」」を「「使用済燃料貯蔵事業者」」に改

める。 

 第四章の二中第四十三条の二十六の次に次の二条を加える。 

 （事業の廃止に伴う措置） 

第四十三条の二十七 使用済燃料貯蔵事業者は、その事業を廃止しようとするときは、



 

 

使用済燃料貯蔵施設の解体、使用済燃料による汚染の除去、使用済燃料によつて汚染

された物の廃棄その他の経済産業省令で定める措置（以下この条及び次条において

「廃止措置」という。）を講じなければならない。 

２ 使用済燃料貯蔵事業者は、廃止措置を講じようとするときは、あらかじめ、経済産

業省令で定めるところにより、当該廃止措置に関する計画（次条において「廃止措置

計画」という。）を定め、経済産業大臣の認可を受けなければならない。 

３ 第十二条の六第三項から第九項までの規定は、使用済燃料貯蔵事業者の廃止措置に

ついて準用する。この場合において、同条第三項中「前項」とあるのは「第四十三条

の二十七第二項」と、同条第四項中「前二項」とあるのは「第四十三条の二十七第二

項及び前項」と、同条第五項及び第六項中「第二項」とあるのは「第四十三条の二十

七第二項」と、同条第七項中「核燃料物質」とあるのは「使用済燃料」と、同条第九

項中「第三条第一項の指定」とあるのは「第四十三条の四第一項の許可」と読み替え

るものとする。 

 （許可の取消し等に伴う措置） 

第四十三条の二十八 使用済燃料貯蔵事業者が第四十三条の十六の規定により許可を取

り消されたとき、又は使用済燃料貯蔵事業者が解散し、若しくは死亡した場合におい

て、第四十三条の十四第一項若しくは第四十三条の十五第一項の規定による承継がな

かつたときは、旧使用済燃料貯蔵事業者等（第四十三条の十六の規定により許可を取

り消された使用済燃料貯蔵事業者又は使用済燃料貯蔵事業者が解散し、若しくは死亡

した場合において、第四十三条の十四第一項若しくは第四十三条の十五第一項の規定

による承継がなかつたときの清算人若しくは破産管財人若しくは相続人に代わつて相

続財産を管理する者をいう。以下同じ。）は、第四十三条の十一、第四十三条の十七

から第四十三条の二十まで及び第四十三条の二十二から第四十三条の二十六までの規

定（これらの規定に係る罰則を含む。）の適用については、第四項において準用する

第十二条の七第九項の規定による確認を受けるまでの間は、なお使用済燃料貯蔵事業

者とみなす。 

２ 旧使用済燃料貯蔵事業者等は、経済産業省令で定めるところにより、廃止措置計画

を定め、第四十三条の十六の規定により使用済燃料貯蔵事業者としての許可を取り消

された日又は使用済燃料貯蔵事業者の解散若しくは死亡の日から経済産業省令で定め

る期間内に経済産業大臣に認可の申請をしなければならない。 

３ 旧使用済燃料貯蔵事業者等は、前項の認可を受けるまでの間は、廃止措置を講じて

はならない。 

４ 第十二条の七第四項から第九項までの規定は旧使用済燃料貯蔵事業者等の廃止措置

について、第二十二条の九第四項の規定は旧使用済燃料貯蔵事業者等について準用す

る。この場合において、これらの規定中「第二項」とあるのは「第四十三条の二十八

第二項」と読み替えるほか、第十二条の七第五項中「前条第四項」とあるのは「第四



 

 

十三条の二十七第三項において準用する前条第四項」と、同条第八項中「核燃料物

質」とあるのは「使用済燃料」と、同条第九項中「前条第八項」とあるのは「第四十

三条の二十七第三項において準用する前条第八項」と、第二十二条の九第四項中「第

一項」とあるのは「第四十三条の二十八第一項」と、「加工事業者と」とあるのは

「使用済燃料貯蔵事業者と」と、「第十六条の五」とあるのは「第四十三条の十一」

と読み替えるものとする。 

 第四十五条第一項中「次項及び第三項」を「以下この条」に改め、同条に次の一項を

加える。 

４ 再処理事業者は、第一項の認可を受けた再処理施設に関する設計及び工事の方法に

ついて第二項ただし書の経済産業省令で定める軽微な変更をしたときは、その旨を経

済産業大臣に届け出なければならない。 

 第四十六条第二項第一号中「前条」を「前条第一項」に改め、「方法」の下に「（同

条第二項又は第四項の規定による変更の認可又は届出があつたときは、その変更後のも

の）」を加える。 

 第四十六条の二の二第一項に次のただし書を加える。 

  ただし、第五十条の五第二項の認可を受けた場合（経済産業省令で定める場合を除

く。）は、この限りでない。 

 第四十六条の四に次のただし書を加える。 

  ただし、第五十条の五第二項の認可を受けた場合は、この限りでない。 

 第四十六条の七第二項中「各号の一に」を「各号のいずれかに」に改め、同項第一号

中「一に」を「いずれかに」に改め、同項第五号中「第五十条の三第二項」を「第五十

条の二第二項」に改め、同項第六号中「第五十条の四第一項」を「第五十条の三第一

項」に改め、同項第七号及び第八号中「第五十条の四第二項」を「第五十条の三第二

項」に改め、同項第九号中「第五十一条第一項」を「第五十条の四第一項」に改め、同

項第十号中「第五十一条第二項」を「第五十条の四第二項」に改め、同項第十七号を同

項第十九号とし、同項第十六号を同項第十八号とし、同項第十五号中「第六十二条第一

項」を「第六十二条の二第一項」に改め、同号を同項第十七号とし、同項第十四号を同

項第十六号とし、同項第十三号中「第五十九条の三第二項」を「第五十九条の二第二

項」に改め、同号を同項第十五号とし、同項第十二号中「第五十九条の二第二項」を

「第五十九条第二項」に改め、同号を同項第十四号とし、同項第十一号中「第五十八条

の二第二項」を「第五十八条第二項」に改め、同号を同項第十三号とし、同項第十号の

次に次の二号を加える。 

 十一 第五十条の五第一項の規定に違反して再処理の事業を廃止したとき。 

 十二 第五十条の五第二項の規定に違反したとき。 

 第五十条第六項中「「第五十条第五項」と、同条第七項中「前項第一号」とあるのは

「第五十条第六項において準用する前項第一号」と、同条第八項中「第六項」とあるの



 

 

は「第五十条第六項において準用する第六項」」を「、「第五十条第五項」」に改める。 

 第五十条の二を削る。 

 第五十条の三第二項中「第二十二条の二の二第二項」を「第二十二条の二第二項」に

改め、同条を第五十条の二とする。 

 第五十条の四第二項中「から第四項まで」を「から第五項まで」に、「、前項」を

「前項」に改め、「ついて」の下に「、同条第六項から第八項までの規定はこの項にお

いて準用する同条第五項の検査について」を加え、「これらの規定」を「同条第二項中

「前項」とあるのは「第五十条の三第一項」と、同条第三項から第五項までの規定」に、

「、「再処理事業者」」を「「再処理事業者」」に改め、同条を第五十条の三とする。 

 第五十一条を第五十条の四とし、第五章中同条の次に次の二条を加える。 

 （事業の廃止に伴う措置） 

第五十条の五 再処理事業者は、その事業を廃止しようとするときは、再処理施設の解

体、その保有する使用済燃料又は使用済燃料から分離された物の譲渡し、使用済燃料

による汚染の除去、使用済燃料又は使用済燃料から分離された物によつて汚染された

物の廃棄その他の経済産業省令で定める措置（以下この条及び次条において「廃止措

置」という。）を講じなければならない。 

２ 再処理事業者は、廃止措置を講じようとするときは、あらかじめ、経済産業省令で

定めるところにより、当該廃止措置に関する計画（次条において「廃止措置計画」と

いう。）を定め、経済産業大臣の認可を受けなければならない。 

３ 第十二条の六第三項から第九項までの規定は、再処理事業者の廃止措置について準

用する。この場合において、同条第三項中「前項」とあるのは「第五十条の五第二

項」と、同条第四項中「前二項」とあるのは「第五十条の五第二項及び前項」と、同

条第五項及び第六項中「第二項」とあるのは「第五十条の五第二項」と、同条第七項

中「核燃料物質又は核燃料物質」とあるのは「使用済燃料若しくは使用済燃料から分

離された物又はこれら」と、同条第九項中「第三条第一項」とあるのは「第四十四条

第一項」と読み替えるものとする。 

 （指定の取消し等に伴う措置） 

第五十一条 再処理事業者が第四十六条の七の規定により指定を取り消されたとき、又

は再処理事業者が解散し、若しくは死亡した場合において、第四十六条の五第一項若

しくは第四十六条の六第一項の規定による承継がなかつたときは、旧再処理事業者等

（第四十六条の七の規定により指定を取り消された再処理事業者又は再処理事業者が

解散し、若しくは死亡した場合において、第四十六条の五第一項若しくは第四十六条

の六第一項の規定による承継がなかつたときの清算人若しくは破産管財人若しくは相

続人に代わつて相続財産を管理する者をいう。以下同じ。）は、第四十六条の二の二

及び第四十七条から第五十条の四までの規定（これらの規定に係る罰則を含む。）の

適用については、第四項において準用する第十二条の七第九項の規定による確認を受



 

 

けるまでの間は、なお再処理事業者とみなす。 

２ 旧再処理事業者等は、経済産業省令で定めるところにより、廃止措置計画を定め、

第四十六条の七の規定により再処理事業者としての指定を取り消された日又は再処理

事業者の解散若しくは死亡の日から経済産業省令で定める期間内に経済産業大臣に認

可の申請をしなければならない。 

３ 旧再処理事業者等は、前項の認可を受けるまでの間は、廃止措置を講じてはならな

い。 

４ 第十二条の七第四項から第九項までの規定は旧再処理事業者等の廃止措置について、

第二十二条の九第四項の規定は旧再処理事業者等について準用する。この場合におい

て、これらの規定中「第二項」とあるのは「第五十一条第二項」と読み替えるほか、

第十二条の七第五項中「前条第四項」とあるのは「第五十条の五第三項において準用

する前条第四項」と、同条第八項中「核燃料物質又は核燃料物質」とあるのは「使用

済燃料若しくは使用済燃料から分離された物又はこれら」と、同条第九項中「前条第

八項」とあるのは「第五十条の五第三項において準用する前条第八項」と、第二十二

条の九第四項中「第一項」とあるのは「第五十一条第一項」と、「加工事業者と」と

あるのは「再処理事業者と」と、「第十六条の五」とあるのは「第四十六条の二の

二」と読み替えるものとする。 

 第五十一条の二第一項第二号中「、第六十一条の二の二第六項に規定する海洋投棄」

を削る。 

 第五十一条の七第一項中「次項及び第三項」を「以下この条」に改め、同条に次の一

項を加える。 

４ 廃棄物管理事業者は、第一項の認可を受けた特定廃棄物管理施設に関する設計及び

工事の方法について第二項ただし書の経済産業省令で定める軽微な変更をしたときは、

その旨を経済産業大臣に届け出なければならない。 

 第五十一条の八第二項第一号中「前条」を「前条第一項」に改め、「方法」の下に

「（同条第二項又は第四項の規定による変更の認可又は届出があつたときは、その変更

後のもの）」を加える。 

 第五十一条の十第一項に次のただし書を加える。 

  ただし、第五十一条の二十五第二項の認可を受けた場合（経済産業省令で定める場

合を除く。）は、この限りでない。 

 第五十一条の十四第二項中「各号の一に」を「各号のいずれかに」に改め、同項第一

号中「一に」を「いずれかに」に改め、同項第十八号を同項第二十号とし、同項第十七

号を同項第十九号とし、同項第十六号中「第六十二条第一項」を「第六十二条の二第一

項」に改め、同号を同項第十八号とし、同項第十五号を同項第十七号とし、同項第十四

号中「第五十九条の三第二項」を「第五十九条の二第二項」に改め、同号を同項第十六

号とし、同項第十三号中「第五十九条の二第二項」を「第五十九条第二項」に改め、同



 

 

号を同項第十五号とし、同項第十二号中「第五十八条の二第二項」を「第五十八条第二

項」に改め、同号を同項第十四号とし、同項第十一号の次に次の二号を加える。 

 十二 第五十一条の二十五第一項の規定に違反して廃棄の事業を廃止したとき。 

 十三 第五十一条の二十五第二項の規定に違反したとき。 

 第五十一条の十八第七項中「「第五十一条の十八第六項」と、同条第七項中「前項第

一号」とあるのは「第五十一条の十八第七項において準用する前項第一号」と、同条第

八項中「第六項」とあるのは「第五十一条の十八第七項において準用する第六項」」を

「、「第五十一条の十八第六項」」に改める。 

 第五十一条の二十三第二項中「から第四項まで」を「から第五項まで」に、「、前

項」を「前項」に改め、「ついて」の下に「、同条第六項から第八項までの規定はこの

項において準用する同条第五項の検査について」を加え、「これらの規定」を「同条第

二項中「前項」とあるのは「第五十一条の二十三第一項」と、同条第三項から第五項ま

での規定」に、「、「廃棄物管理事業者」」を「「廃棄物管理事業者」」に改める。 

 第五章の二中第五十一条の二十四の次に次の二条を加える。 

 （事業の廃止に伴う措置） 

第五十一条の二十五 廃棄事業者は、その事業を廃止しようとするときは、廃棄物管理

施設の解体、核燃料物質による汚染の除去、核燃料物質によつて汚染された物の廃棄

その他の経済産業省令で定める措置（以下この条及び次条において「廃止措置」とい

う。）を講じなければならない。 

２ 廃棄事業者は、廃止措置を講じようとするときは、あらかじめ、経済産業省令で定

めるところにより、当該廃止措置に関する計画（次条において「廃止措置計画」とい

う。）を定め、経済産業大臣の認可を受けなければならない。 

３ 第十二条の六第三項から第九項までの規定は、廃棄事業者の廃止措置について準用

する。この場合において、同条第三項中「前項」とあるのは「第五十一条の二十五第

二項」と、同条第四項中「前二項」とあるのは「第五十一条の二十五第二項及び前

項」と、同条第五項及び第六項中「第二項」とあるのは「第五十一条の二十五第二

項」と、同条第九項中「第三条第一項の指定」とあるのは「第五十一条の二第一項の

許可」と読み替えるものとする。 

 （許可の取消し等に伴う措置） 

第五十一条の二十六 廃棄事業者が第五十一条の十四の規定により許可を取り消された

とき、又は廃棄事業者が解散し、若しくは死亡した場合において、第五十一条の十二

第一項若しくは第五十一条の十三第一項の規定による承継がなかつたときは、旧廃棄

事業者等（第五十一条の十四の規定により許可を取り消された廃棄事業者又は廃棄事

業者が解散し、若しくは死亡した場合において、第五十一条の十二第一項若しくは第

五十一条の十三第一項の規定による承継がなかつたときの清算人若しくは破産管財人

若しくは相続人に代わつて相続財産を管理する者をいう。以下同じ。）は、第五十一



 

 

条の十、第五十一条の十五から第五十一条の十八まで及び第五十一条の二十から第五

十一条の二十四までの規定（これらの規定に係る罰則を含む。）の適用については、

第四項において準用する第十二条の七第九項の規定による確認を受けるまでの間は、

なお廃棄事業者とみなす。 

２ 旧廃棄事業者等は、経済産業省令で定めるところにより、廃止措置計画を定め、第

五十一条の十四の規定により廃棄事業者としての許可を取り消された日又は廃棄事業

者の解散若しくは死亡の日から経済産業省令で定める期間内に経済産業大臣に認可の

申請をしなければならない。 

３ 旧廃棄事業者等は、前項の認可を受けるまでの間は、廃止措置を講じてはならない。 

４ 第十二条の七第四項から第九項までの規定は旧廃棄事業者等の廃止措置について、

第二十二条の九第四項の規定は旧廃棄事業者等（廃棄物管理事業者に係る者に限

る。）について準用する。この場合において、これらの規定中「第二項」とあるのは

「第五十一条の二十六第二項」と読み替えるほか、第十二条の七第五項中「前条第四

項」とあるのは「第五十一条の二十五第三項において準用する前条第四項」と、同条

第九項中「前条第八項」とあるのは「第五十一条の二十五第三項において準用する前

条第八項」と、第二十二条の九第四項中「第一項」とあるのは「第五十一条の二十六

第一項」と、「加工事業者と」とあるのは「廃棄物管理事業者と」と、「第十六条の

五」とあるのは「第五十一条の十」と読み替えるものとする。 

 第六章の章名を削る。 

 第五十二条の前に次の章名を付する。 

   第五章の三 核燃料物質等の使用等に関する規制 

 第五十六条中「各号の一に」を「各号のいずれかに」に改め、同条第一号中「一に」

を「いずれかに」に改め、同条第四号中「第五十八条又は第五十九条」を「第五十七条

の四又は第五十七条の五」に改め、同条第十一号を次のように改める。 

 十一 第五十七条の六第一項の規定に違反して核燃料物質のすべての使用を廃止した

とき。 

 第五十六条第十八号を同条第十九号とし、同条第十七号を同条第十八号とし、同条第

十六号中「第六十二条第一項」を「第六十二条の二第一項」に改め、同号を同条第十七

号とし、同条第十五号を同条第十六号とし、同条第十四号中「第五十九条の三第二項」

を「第五十九条の二第二項」に改め、同号を同条第十五号とし、同条第十三号中「第五

十九条の二第二項」を「第五十九条第二項」に改め、同号を同条第十四号とし、同条第

十二号中「第五十八条の二第二項」を「第五十八条第二項」に改め、同号を同条第十三

号とし、同条第十一号の次に次の一号を加える。 

 十二 第五十七条の六第二項の規定に違反したとき。 

 第五十六条の三第六項中「、同条第七項中「前項第一号」とあるのは「第五十六条の

三第六項において準用する前項第一号」と、同条第八項中「第六項」とあるのは「第五



 

 

十六条の三第六項において準用する第六項」と」を削る。 

 第五十七条の二第二項を次のように改める。 

２ 第十二条の二第二項から第五項までの規定は前項の核物質防護規定について、同条

第六項から第八項までの規定はこの項において準用する同条第五項の検査について準

用する。この場合において、同条第二項中「経済産業大臣」とあるのは「文部科学大

臣」と、「前項」とあるのは「第五十七条の二第一項」と、同条第三項中「経済産業

大臣」とあるのは「文部科学大臣」と、「製錬事業者」とあるのは「使用者」と、同

条第四項中「製錬事業者」とあるのは「使用者」と、同条第五項中「製錬事業者」と

あるのは「使用者」と、「経済産業省令」とあるのは「文部科学省令」と、「経済産

業大臣」とあるのは「文部科学大臣」と、同条第六項中「経済産業大臣」とあるのは

「文部科学大臣」と、「経済産業省令」とあるのは「文部科学省令」と読み替えるも

のとする。 

 第五十八条を第五十七条の四とし、同条の次に次の四条及び章名を加える。 

 （運搬の基準） 

第五十七条の五 使用者は、核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の運搬

（使用施設等を設置した工場又は事業所内の運搬に限る。）について、文部科学省令

で定める技術上の基準に従つて保安のために必要な措置を講じなければならない。 

 （使用の廃止に伴う措置） 

第五十七条の六 使用者は、核燃料物質のすべての使用を廃止しようとするときは、使

用施設等の解体、その保有する核燃料物質の譲渡し、核燃料物質による汚染の除去、

核燃料物質によつて汚染された物の廃棄その他の文部科学省令で定める措置（以下こ

の条及び次条において「廃止措置」という。）を講じなければならない。 

２ 使用者は、廃止措置を講じようとするときは、あらかじめ、文部科学省令で定める

ところにより、当該廃止措置に関する計画（次条において「廃止措置計画」とい

う。）を定め、文部科学大臣の認可を受けなければならない。 

３ 第十二条の六第三項から第九項までの規定は、使用者の廃止措置について準用する。

この場合において、これらの規定中「経済産業大臣」とあるのは「文部科学大臣」と

読み替えるほか、同条第三項中「前項」とあるのは「第五十七条の六第二項」と、

「経済産業省令」とあるのは「文部科学省令」と、同条第四項中「前二項」とあるの

は「第五十七条の六第二項及び前項」と、「経済産業省令」とあるのは「文部科学省

令」と、同条第五項中「第二項」とあるのは「第五十七条の六第二項」と、「経済産

業省令」とあるのは「文部科学省令」と、同条第六項中「第二項」とあるのは「第五

十七条の六第二項」と、同条第八項中「経済産業省令」とあるのは「文部科学省令」

と、同条第九項中「第三条第一項の指定」とあるのは「第五十二条第一項の許可」と

読み替えるものとする。 

 （許可の取消し等に伴う措置） 



 

 

第五十七条の七 使用者が第五十六条の規定により許可を取り消されたとき、又は使用

者が解散し、若しくは死亡したときは、旧使用者等（同条の規定により許可を取り消

された使用者又は使用者が解散したときの清算人、破産管財人若しくは合併後存続し、

若しくは合併により設立された法人の代表者若しくは死亡したときの相続人若しくは

相続人に代わつて相続財産を管理する者をいう。以下同じ。）は、第五十六条の二か

ら第五十七条の五までの規定（これらの規定に係る罰則を含む。）の適用については、

第四項において準用する第十二条の七第九項の規定による確認を受けるまでの間は、

なお使用者とみなす。 

２ 旧使用者等は、文部科学省令で定めるところにより、廃止措置計画を定め、第五十

六条の規定により使用者としての許可を取り消された日又は使用者の解散若しくは死

亡の日から文部科学省令で定める期間内に文部科学大臣に認可の申請をしなければな

らない。 

３ 旧使用者等は、前項の認可を受けるまでの間は、廃止措置を講じてはならない。 

４ 第十二条の七第四項から第九項までの規定は、旧使用者等の廃止措置について準用

する。この場合において、これらの規定中「第二項」とあるのは「第五十七条の七第

二項」と、「経済産業省令」とあるのは「文部科学省令」と、「経済産業大臣」とあ

るのは「文部科学大臣」と読み替えるほか、同条第五項中「前条第四項」とあるのは

「第五十七条の六第三項において準用する前条第四項」と、同条第九項中「前条第八

項」とあるのは「第五十七条の六第三項において準用する前条第八項」と読み替える

ものとする。 

 （核原料物質の使用の届出等） 

第五十七条の八 核原料物質を使用しようとする者は、政令で定めるところにより、あ

らかじめ文部科学大臣に届け出なければならない。ただし、次の各号のいずれかに該

当する場合は、この限りでない。 

 一 製錬事業者が核原料物質を製錬の事業の用に供する場合 

 二 第六十一条の三第一項の許可を受けた者が国際規制物資である核原料物質を当該

許可を受けた使用の目的に使用する場合 

 三 放射能濃度又は含有するウラン若しくはトリウムの数量が政令で定める限度を超

えない核原料物質を使用する場合 

２ 前項の規定により届出をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した届出書を文

部科学大臣に提出しなければならない。 

 一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

 二 使用の目的及び方法 

 三 核原料物質の種類 

 四 使用の場所 

 五 予定使用期間及び年間（予定使用期間が一年に満たない場合にあつては、その予



 

 

定使用期間）の予定使用量 

 六 核原料物質の使用に係る施設の位置、構造及び設備の概要 

３ 第一項の規定による届出をした者（以下「核原料物質使用者」という。）は、前項

各号に掲げる事項を変更したときは、遅滞なく、政令で定めるところにより、文部科

学大臣に届け出なければならない。 

４ 核原料物質を使用する者は、核原料物質の使用（第一項第一号又は第三号に該当す

る使用を除く。次項において同じ。）については、文部科学省令で定める技術上の基

準に従つてしなければならない。 

５ 文部科学大臣は、核原料物質の使用について前項の基準に適合していないと認める

ときは、当該核原料物質を使用する者に対し、その基準に適合するように是正すべき

ことを命ずることができる。 

６ 核原料物質使用者は、文部科学省令で定めるところにより、核原料物質の使用に関

し文部科学省令で定める事項を記録し、これをその工場又は事業所に備えて置かなけ

ればならない。 

７ 核原料物質使用者は、当該届出に係る核原料物質のすべての使用を廃止したときは、

文部科学省令で定めるところにより、その旨を文部科学大臣に届け出なければならな

い。 

８ 核原料物質使用者が解散し、又は死亡したときは、その清算人、破産管財人若しく

は合併後存続し、若しくは合併により設立された法人の代表者又は相続人若しくは相

続人に代わつて相続財産を管理する者は、文部科学省令で定めるところにより、その

旨を文部科学大臣に届け出なければならない。 

   第六章 原子力事業者等に関する規制等 

 第五十八条の二第一項中「使用者、」を削り、「及び廃棄事業者（以下この条におい

て「使用者等」」を「、廃棄事業者及び使用者（旧製錬事業者等、旧加工事業者等、旧

原子炉設置者等、旧使用済燃料貯蔵事業者等、旧再処理事業者等、旧廃棄事業者等及び

旧使用者等を含む。以下「原子力事業者等」」に改め、「使用施設等、」を削り、「又

は廃棄物埋設施設若しくは廃棄物管理施設」を「、廃棄物埋設施設若しくは廃棄物管理

施設又は使用施設等」に、「第五十九条の二第一項、第五十九条の三第一項及び第六十

六条第二項」を「次条第一項、第五十九条の二第一項及び第六十一条の二第一項」に、

「使用者等の」を「原子力事業者等の」に改め、同項第一号を削り、同項第二号中「廃

棄事業者」の下に「（旧製錬事業者等、旧加工事業者等、旧使用済燃料貯蔵事業者等、

旧再処理事業者等及び旧廃棄事業者等を含む。）」を加え、同号を同項第一号とし、同

号の次に次の一号を加える。 

 二 使用者（旧使用者等を含む。） 文部科学大臣 

 第五十八条の二第一項第三号中「原子炉設置者」の下に「（旧原子炉設置者等を含

む。）」を加え、同条第二項及び第三項中「使用者等」を「原子力事業者等」に改め、



 

 

同条を第五十八条とする。 

 第五十九条を削る。 

 第五十九条の二第一項中「使用者、製錬事業者、加工事業者、原子炉設置者、外国原

子力船運航者、使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者及び廃棄事業者並びにこれらの者

から運搬を委託された者（以下この条において「使用者等」という」を「原子力事業者

等（原子力事業者等から運搬を委託された者を含む。以下この条において同じ」に、

「使用者等の」を「原子力事業者等の」に改め、同項第一号を削り、同項第二号中「、

廃棄事業者及び」を「及び廃棄事業者（旧製錬事業者等、旧加工事業者等、旧使用済燃

料貯蔵事業者等、旧再処理事業者等及び旧廃棄事業者等を含む。）並びに」に改め、同

号を同項第一号とし、同号の次に次の一号を加える。 

 二 使用者（旧使用者等を含む。以下この号において同じ。）及び使用者から運搬を

委託された者 文部科学大臣 

 第五十九条の二第一項第三号中「原子炉設置者及び」を「原子炉設置者（旧原子炉設

置者等を含む。以下この号において同じ。）及び」に改め、同条第二項中「使用者等」

を「原子力事業者等」に、「前項各号」を「同項各号」に改め、同条第三項から第五項

まで及び第八項から第十項までの規定中「使用者等」を「原子力事業者等」に改め、同

条を第五十九条とする。 

 第五十九条の三第一項中「使用者、製錬事業者、加工事業者、原子炉設置者、外国原

子力船運航者、使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者及び廃棄事業者（以下この条にお

いて「使用者等」という。）」を「原子力事業者等」に、「使用者等の」を「原子力事

業者等の」に改め、同条第二項中「使用者等」を「原子力事業者等」に改め、同条を第

五十九条の二とする。 

 第六十条第一項中「製錬事業者、加工事業者、原子炉設置者、再処理事業者又は使用

者」を「原子力事業者等（外国原子力船運航者、使用済燃料貯蔵事業者及び廃棄事業者

（旧使用済燃料貯蔵事業者等及び旧廃棄事業者等を含む。）を除く。）」に改め、同項

第一号中「再処理事業者」の下に「（旧製錬事業者等、旧加工事業者等又は旧再処理事

業者等を含む。）」を加え、同項第二号中「使用者」の下に「（旧使用者等を含

む。）」を加え、同項第三号中「原子炉設置者」の下に「（旧原子炉設置者等を含

む。）」を加える。 

 第六十一条中「一に」を「いずれかに」に改め、同条第九号中「第六十六条第一項の

規定に基づく主務省令で定めるところにより、」を「旧製錬事業者等、旧加工事業者等、

旧原子炉設置者等、旧再処理事業者等、旧廃棄事業者等又は旧使用者等が、第十二条の

七第二項、第二十二条の九第二項、第四十三条の三の三第二項、第五十一条第二項、第

五十一条の二十六第二項又は第五十七条の七第二項の認可を受けた廃止措置計画（第十

二条の七第四項又は第六項（これらの規定を第二十二条の九第五項、第四十三条の三の

三第四項、第五十一条第四項、第五十一条の二十六第四項及び第五十七条の七第四項に



 

 

おいて準用する場合を含む。）の規定による変更の認可又は届出があつたときは、その

変更後のもの）に従つて」に改める。 

 第六十一条の二を次のように改める。 

 （放射能濃度についての確認等） 

第六十一条の二 原子力事業者等は、工場等において用いた資材その他の物に含まれる

放射性物質についての放射能濃度が放射線による障害の防止のための措置を必要とし

ないものとして主務省令（次の各号に掲げる原子力事業者等の区分に応じ、当該各号

に定める大臣（以下この条において「主務大臣」という。）の発する命令をいう。以

下この条において同じ。）で定める基準を超えないことについて、主務省令で定める

ところにより、主務大臣の確認を受けることができる。 

 一 製錬事業者、加工事業者、使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者及び廃棄事業者

（旧製錬事業者等、旧加工事業者等、旧使用済燃料貯蔵事業者等、旧再処理事業者

等及び旧廃棄事業者等を含む。） 経済産業大臣 

 二 使用者（旧使用者等を含む。） 文部科学大臣 

 三 原子炉設置者（旧原子炉設置者等を含む。） 第二十三条第一項各号に掲げる原

子炉の区分に応じ、当該各号に定める大臣 

 四 外国原子力船運航者 国土交通大臣 

２ 前項の確認を受けようとする者は、主務省令で定めるところによりあらかじめ主務

大臣の認可を受けた放射能濃度の測定及び評価の方法に基づき、その確認を受けよう

とする物に含まれる放射性物質の放射能濃度の測定及び評価を行い、その結果を記載

した申請書その他主務省令で定める書類を主務大臣に提出しなければならない。 

３ 第一項の規定により主務大臣の確認を受けた物は、この法律、廃棄物の処理及び清

掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）その他の政令で定める法令の適用

については、核燃料物質によつて汚染された物でないものとして取り扱うものとする。 

４ 経済産業大臣は、製錬事業者、加工事業者、特定原子炉設置者（原子炉設置者のう

ち実用発電用原子炉及び第二十三条第一項第四号に掲げる原子炉に係る者をいう。以

下この項において同じ。）、使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者及び廃棄事業者

（旧製錬事業者等、旧加工事業者等、旧原子炉設置者等（特定原子炉設置者に係る者

に限る。）、旧使用済燃料貯蔵事業者等、旧再処理事業者等及び旧廃棄事業者等を含

む。）に係る第一項の確認に関する事務の一部を、経済産業省令で定めるところによ

り、機構に行わせるものとする。 

５ 機構は、前項の規定により確認に関する事務の一部を行つたときは、遅滞なく、そ

の結果を経済産業省令で定めるところにより、経済産業大臣に通知しなければならな

い。 

 第六十一条の二の二を削る。 

 第六十一条の三第一項中「一に」を「いずれかに」に改め、同項に次の一号を加える。 



 

 

 六 旧製錬事業者等、旧加工事業者等、旧原子炉設置者等、旧再処理事業者等又は旧

使用者等が第十二条の七第九項（第二十二条の九第五項、第四十三条の三の三第四

項、第五十一条第四項及び第五十七条の七第四項において準用する場合を含む。）

の規定による確認を受けるまでの間、国際規制物資を使用する場合 

 第六十一条の三第三項中「第六十一条の二第二項第六号」を「第五十七条の八第二項

第六号」に改め、同条第四項中「第一項各号の一に」を「第一項第一号から第五号まで

のいずれかに」に改め、同条に次の三項を加える。 

７ 第一項第六号に該当する場合には、旧製錬事業者等、旧加工事業者等、旧原子炉設

置者等、旧再処理事業者等又は旧使用者等は、文部科学省令で定めるところにより、

第十条若しくは第四十六条の七の規定により製錬事業者若しくは再処理事業者として

の指定を取り消された日若しくは第二十条、第三十三条第一項若しくは第二項若しく

は第五十六条の規定により加工事業者、原子炉設置者若しくは使用者としての許可を

取り消された日又は製錬事業者、加工事業者、原子炉設置者、再処理事業者若しくは

使用者の解散若しくは死亡の日から文部科学省令で定める期間内に、その使用する国

際規制物資の種類及び数量並びに予定使用期間を文部科学大臣に届け出なければなら

ない。 

８ 旧使用済燃料貯蔵事業者等は、第四十三条の二十八第四項において準用する第十二

条の七第九項の規定による確認を受けるまでの間において国際規制物資を貯蔵する場

合には、文部科学省令で定めるところにより、第四十三条の十六の規定により使用済

燃料貯蔵事業者としての許可を取り消された日又は使用済燃料貯蔵事業者の解散若し

くは死亡の日から文部科学省令で定める期間内に、その貯蔵する国際規制物資の種類

及び数量並びに予定される貯蔵の期間を文部科学大臣に届け出なければならない。 

９ 旧廃棄事業者等は、第五十一条の二十六第四項において準用する第十二条の七第九

項の規定による確認を受けるまでの間において国際規制物資を廃棄する場合には、文

部科学省令で定めるところにより、第五十一条の十四の規定により廃棄事業者として

の許可を取り消された日又は廃棄事業者の解散若しくは死亡の日から文部科学省令で

定める期間内に、その廃棄する国際規制物資の種類及び数量並びに予定される廃棄の

期間を文部科学大臣に届け出なければならない。 

 第六十一条の六中「各号の一に」を「各号のいずれかに」に改め、同条第一号中「一

に」を「いずれかに」に改め、同条第四号中「第六十二条第二項」を「第六十二条の二

第二項」に改める。 

 第六十一条の七中「使用済燃料貯蔵事業者及び」を「使用済燃料貯蔵事業者（旧使用

済燃料貯蔵事業者等を含む。以下この条において同じ。）及び」に、「廃棄事業者を」

を「廃棄事業者（旧廃棄事業者等を含む。以下この条において同じ。）を」に、「及び

第六十八条第十五項から第十八項まで」を「、第六十七条第一項、第六十八条第十五項

から第十八項まで、第七十八条第二十九号及び第八十条第十号」に、「及び第七十一条



 

 

第二項」を「、第七十一条第二項及び第七十二条第三項」に改める。 

 第六十一条の八第一項中「一に」を「いずれかに」に、「及び第六項」を「、第六項、

第八項及び第九項」に改める。 

 第六十一条の九の二第二項中「書類」を「届出書」に改め、同条に次の二項を加える。 

４ 国際特定活動実施者は、当該届出に係るすべての国際特定活動を終えたときは、文

部科学省令で定めるところにより、その旨を文部科学大臣に届け出なければならない。 

５ 国際特定活動実施者が解散したときの清算人、破産管財人若しくは合併後存続し、

若しくは合併により設立された法人の代表者又は死亡したときの相続人若しくは相続

人に代わつて相続財産を管理する者は、文部科学省令で定めるところにより、その旨

を文部科学大臣に届け出なければならない。 

 第六章の二第一節中第六十一条の九の二を第六十一条の九の四とし、第六十一条の九

の次に次の二条を加える。 

 （使用の廃止等の届出） 

第六十一条の九の二 国際規制物資使用者は、国際規制物資のすべての使用を廃止した

ときは、文部科学省令で定めるところにより、その旨を文部科学大臣に届け出なけれ

ばならない。 

２ 前項の規定による届出をしたときは、第六十一条の三第一項の許可は、その効力を

失う。 

３ 国際規制物資使用者が解散したときの清算人、破産管財人若しくは合併後存続し、

若しくは合併により設立された法人の代表者又は死亡したときの相続人若しくは相続

人に代わつて相続財産を管理する者は、文部科学省令で定めるところにより、その旨

を文部科学大臣に届け出なければならない。 

 （使用の廃止等に伴う措置） 

第六十一条の九の三 旧国際規制物資使用者等（第六十一条の六の規定により許可を取

り消された国際規制物資使用者又は前条第一項若しくは第三項の規定により届出をし

なければならない者をいう。次項において同じ。）は、文部科学省令で定めるところ

により、国際規制物資を譲り渡す等の措置を講じなければならない。 

２ 旧国際規制物資使用者等は、第六十一条の六の規定により国際規制物資使用者とし

ての許可を取り消された日、国際規制物資のすべての使用を廃止した日又は国際規制

物資使用者が解散し、若しくは死亡した日からそれぞれ三十日以内に、前項の規定に

より講じた措置を文部科学大臣に報告しなければならない。第六十一条の二十三の十

六中「一に」を「いずれかに」に改め、同条第六号中「第六十二条第一項」を「第六

十二条の二第一項」に改める。 

 第六十一条の二十五及び第六十一条の二十六を次のように改める。 

 （機構の行う廃棄確認） 

第六十一条の二十五 経済産業大臣は、機構に、第五十一条の六第二項及び第五十八条



 

 

第二項の確認（同条第一項第一号及び第三号（実用発電用原子炉及び第二十三条第一

項第四号に掲げる原子炉に係る部分に限る。）に掲げる者に係るものに限る。）を行

わせるものとする。 

２ 文部科学大臣は、文部科学省令で定めるところにより、機構に、第五十八条第二項

の確認（同条第一項第二号及び第三号（第二十三条第一項第三号及び第五号に掲げる

原子炉に係る部分に限る。）に掲げる者に係るものに限る。）を行わせることができ

る。 

 （機構の行う運搬物確認） 

第六十一条の二十六 経済産業大臣は、機構に、承認容器による運搬物に係る第五十九

条第二項の確認（同条第一項第一号及び第三号（実用発電用原子炉及び第二十三条第

一項第四号に掲げる原子炉に係る部分に限る。）に掲げる者に係るものに限る。）を

行わせるものとする。 

２ 文部科学大臣は、文部科学省令で定めるところにより、機構に、承認容器による運

搬物に係る第五十九条第二項の確認（同条第一項第二号及び第三号（第二十三条第一

項第三号及び第五号に掲げる原子炉に係る部分に限る。）に掲げる者に係るものに限

る。）を行わせることができる。 

３ 前二項の規定による機構の確認は、鉄道、軌道、索道、無軌条電車、自動車又は軽

車両による運搬については、運搬する物に係る確認に限るものとする。 

 第六十一条の二十七中「第五十九条の二第二項（第六十六条第二項において準用する

場合を含む。）」を「第五十九条第二項」に改める。 

 第六十二条を第六十二条の二とし、第七章中同条の前に次の一条を加える。 

 （海洋投棄の制限） 

第六十二条 核原料物質若しくは核燃料物質又はこれらによつて汚染された物は、海洋

投棄をしてはならない。ただし、人命又は船舶、航空機若しくは人工海洋構築物の安

全を確保するためやむを得ない場合は、この限りでない。 

２ 前項において「海洋投棄」とは、船舶、航空機若しくは人工海洋構築物から海洋に

物を廃棄すること又は船舶若しくは人工海洋構築物において廃棄する目的で物を燃焼

させることをいう。ただし、船舶、航空機若しくは人工海洋構築物から海洋に当該船

舶、航空機若しくは人工海洋構築物及びこれらの設備の運用に伴つて生ずる物を廃棄

すること又は船舶若しくは人工海洋構築物において廃棄する目的で当該船舶若しくは

人工海洋構築物及びこれらの設備の運用に伴つて生ずる物を燃焼させることを除く。 

 第六十三条の前に次の一条を加える。 

 （主務大臣等への報告） 

第六十二条の三 原子力事業者等（核原料物質使用者を含む。以下この条において同

じ。）は、製錬施設、加工施設、原子炉施設、使用済燃料貯蔵施設、再処理施設、廃

棄物埋設施設若しくは廃棄物管理施設、使用施設等又は核原料物質の使用に係る施設



 

 

（以下この条において「製錬施設等」という。）に関し人の障害が発生した事故（人

の障害が発生するおそれのある事故を含む。）、製錬施設等の故障その他の主務省令

（次の各号に掲げる原子力事業者等の区分に応じ、当該各号に定める大臣（以下この

条において「主務大臣」という。）の発する命令（第五十九条第五項の規定による届

出をした場合については、内閣府令）をいう。以下この条において同じ。）で定める

事象が生じたときは、主務省令で定めるところにより、遅滞なく、事象の状況その他

の主務省令で定める事項を主務大臣（同項の規定による届出をした場合については、

都道府県公安委員会）に報告しなければならない。 

 一 製錬事業者、加工事業者、使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者及び廃棄事業者

（旧製錬事業者等、旧加工事業者等、旧使用済燃料貯蔵事業者等、旧再処理事業者

等及び旧廃棄事業者等を含む。） 経済産業大臣（第五十九条第一項に規定する運

搬に係る場合にあつては経済産業大臣及び国土交通大臣、船舶又は航空機による運

搬に係る場合にあつては国土交通大臣） 

 二 使用者（旧使用者等を含む。） 文部科学大臣（第五十九条第一項に規定する運

搬に係る場合にあつては文部科学大臣及び国土交通大臣、船舶又は航空機による運

搬に係る場合にあつては国土交通大臣） 

 三 原子炉設置者（旧原子炉設置者等を含む。） 第二十三条第一項各号に掲げる原

子炉の区分に応じ、当該各号に定める大臣（第五十九条第一項に規定する運搬に係

る場合にあつては第二十三条第一項各号に定める大臣及び国土交通大臣、船舶又は

航空機による運搬に係る場合にあつては国土交通大臣） 

 四 外国原子力船運航者 国土交通大臣 

 五 核原料物質使用者 文部科学大臣 

 第六十三条の見出しを「（警察官等への届出）」に改め、同条中「製錬事業者、加工

事業者、原子炉設置者、外国原子力船運航者、使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者、

廃棄事業者及び使用者（第六十六条第一項に規定する者を含む。次条第一項において同

じ。）並びにこれらの者から運搬を委託された者及び受託貯蔵者」を「原子力事業者等

（原子力事業者等から運搬を委託された者及び受託貯蔵者を含む。）」に改める。 

 第六十四条第一項中「製錬事業者、加工事業者、原子炉設置者、外国原子力船運航者、

使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者、廃棄事業者及び使用者（以下この条において

「事業者等」という。）並びに事業者等から運搬を委託された者及び受託貯蔵者」を

「原子力事業者等（原子力事業者等から運搬を委託された者及び受託貯蔵者を含む。以

下この条において同じ。）」に、「事業者等の」を「原子力事業者等の」に改め、同条

第三項中「事業者等」を「原子力事業者等」に改め、同項第一号中「廃棄事業者」の下

に「（旧製錬事業者等、旧加工事業者等、旧使用済燃料貯蔵事業者等、旧再処理事業者

等及び旧廃棄事業者等を含む。）」を加え、「第五十九条の二第一項」を「第五十九条

第一項」に改め、同項第二号中「使用者及び」を「使用者（旧使用者等を含む。以下こ



 

 

の号において同じ。）及び」に、「第五十九条の二第一項」を「第五十九条第一項」に

改め、同項第三号中「原子炉設置者及び」を「原子炉設置者（旧原子炉設置者等を含む。

以下この号において同じ。）及び」に、「第五十九条の二第一項」を「第五十九条第一

項」に改める。 

 第六十五条及び第六十六条を削る。 

 第六十六条の二第一項第九号を同項第十号とし、同項第八号中「第六十一条の二十六

第二項各号に掲げる」を「第六十一条の二十六第二項に規定する」に改め、同号を同項

第九号とし、同項第七号中「第六十一条の二十六第一項各号に掲げる」を「第六十一条

の二十六第一項に規定する」に改め、同号を同項第八号とし、同項第六号中「第六十一

条の二十五第二項各号に掲げる」を「第六十一条の二十五第二項に規定する」に改め、

同号を同項第七号とし、同項第五号中「第六十一条の二十五第一項各号に掲げる」を

「第六十一条の二十五第一項に規定する」に改め、同号を同項第六号とし、同項中第四

号を第五号とし、第三号を第四号とし、第二号を第三号とし、第一号の次に次の一号を

加える。 

 二 第六十一条の二第四項に規定する確認に関する事務の一部 経済産業大臣 

 第六十六条の二を第六十五条とし、第六十六条の三を第六十六条とする。 

 第六十六条の四第一項中「製錬事業者、加工事業者、原子炉設置者、使用済燃料貯蔵

事業者、再処理事業者、廃棄事業者又は使用者」を「原子力事業者等（外国原子力船運

航者を除く。以下この条において同じ。）」に、「これらの者」を「原子力事業者等」

に、「主務大臣」を「次の各号に掲げる原子力事業者等の区分に応じ当該各号に定める

大臣」に改め、同項に次の各号を加える。 

 一 製錬事業者、加工事業者、使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者及び廃棄事業者

（旧製錬事業者等、旧加工事業者等、旧使用済燃料貯蔵事業者等、旧再処理事業者

等及び旧廃棄事業者等を含む。） 経済産業大臣 

 二 使用者（旧使用者等を含む。） 文部科学大臣 

 三 原子炉設置者（旧原子炉設置者等を含む。） 第二十三条第一項各号に掲げる原

子炉の区分に応じ、当該各号に定める大臣 

 第六十六条の四第二項中「製錬事業者、加工事業者、原子炉設置者、使用済燃料貯蔵

事業者、再処理事業者、廃棄事業者又は使用者」を「原子力事業者等」に改め、同条を

第六十六条の二とする。 

 第六十七条第一項中「第五十九条の二第六項」を「第五十九条第六項」に、「製錬事

業者、加工事業者、原子炉設置者、外国原子力船運航者、使用済燃料貯蔵事業者、再処

理事業者、廃棄事業者、使用者、核原料物質使用者、国際規制物資を使用している者又

は国際特定活動実施者」を「原子力事業者等（核原料物質使用者、国際規制物資を使用

している者及び国際特定活動実施者を含む。）」に、「事業者等」を「原子力事業者

等」に、「、文部科学大臣」を「文部科学大臣」に、「第五十九条の二第五項」を「第



 

 

五十九条第五項」に、「届出をした者については、」を「届出をした場合については」

に改め、「、政令で定めるところにより」を削り、同条第二項中「製錬事業者、加工事

業者、原子炉設置者、使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者、廃棄事業者又は使用者

（第五十六条の三第一項の規定により保安規定を定めなければならないこととされてい

るものに限る」を「原子力事業者等（外国原子力船運航者を除き、使用者及び旧使用者

等にあつては、第五十六条の三第一項の規定により保安規定を定めなければならないこ

ととされているものに限る。以下この項において同じ」に、「これらの者」を「原子力

事業者等」に改め、同条第三項中「第六十六条の二第一項各号」を「第六十五条第一項

各号」に改め、同条第四項中「第六十一条の二の二第一項」を「第六十二条第一項」に

改める。 

 第六十七条の二の見出し及び同条第一項中「及び原子力保安検査官」を「、原子力保

安検査官及び核物質防護検査官」に改め、同条第三項中「第二十三条第一項第一号及び

第四号の」を「実用発電用原子炉及び第二十三条第一項第四号に掲げる」に改め、同条

第四項中「及び原子力保安検査官」を「、原子力保安検査官及び核物質防護検査官」に

改め、同項を同条第五項とし、同条第三項の次に次の一項を加える。 

４ 文部科学省の核物質防護検査官は第四十三条の二第二項又は第五十七条の二第二項

において準用する第十二条の二第五項の検査（第四十三条の二第二項において準用す

る第十二条の二第五項の検査については、第二十三条第一項第三号及び第五号に掲げ

る原子炉に係るものに限る。）に関する事務に、経済産業省の核物質防護検査官は第

十二条の二第五項（第二十二条の六第二項、第四十三条の二第二項、第四十三条の二

十五第二項、第五十条の三第二項及び第五十一条の二十三第二項において準用する場

合を含む。）の検査（第四十三条の二第二項において準用する第十二条の二第五項の

検査については、実用発電用原子炉及び第二十三条第一項第四号に掲げる原子炉に係

るものに限る。）に関する事務に、それぞれ従事する。 

 第六十八条第一項中「事業者等」を「原子力事業者等」に、「一に該当する場合にお

ける当該各号に規定する者、同条第五項及び第六項」を「いずれかに該当する場合にお

ける当該各号に規定する者、同条第五項、第六項、第八項及び第九項」に、「第五十九

条の二第六項」を「第五十九条第六項」に、「製錬事業者、加工事業者、原子炉設置者、

外国原子力船運航者、使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者、廃棄事業者、使用者、核

原料物質使用者、国際規制物資使用者、第六十一条の三第一項各号の一に該当する場合

における当該各号に規定する者若しくは同条第五項若しくは第六項に規定する者又は国

際特定活動実施者」を「原子力事業者等（核原料物質使用者、国際規制物資使用者、第

六十一条の三第一項各号のいずれかに該当する場合における当該各号に規定する者、同

条第五項、第六項、第八項及び第九項に規定する者並びに国際特定活動実施者を含

む。）」に改め、「その者の」を削り、同条第二項中「その者の」を削り、同条第三項

中「第六十一条の二の二第一項」を「第六十二条第一項」に改め、同条第五項及び第七



 

 

項中「第六十六条の二第一項各号」を「第六十五条第一項各号」に改め、同条第十二項

中「一に」を「いずれかに」に、「若しくは第六項」を「、第六項、第八項若しくは第

九項」に改め、「その者の」を削る。 

 第六十八条の二の次に次の一条を加える。 

 （秘密保持義務） 

第六十八条の三 原子力事業者等（原子力事業者等から運搬を委託された者及び受託貯

蔵者を含む。次項において同じ。）及びその従業者並びにこれらの者であつた者は、

正当な理由がなく、業務上知ることのできた特定核燃料物質の防護に関する秘密を漏

らしてはならない。 

２ 国又は原子力事業者等から特定核燃料物質の防護に関する業務を委託された者及び

その従業者並びにこれらの者であつた者は、正当な理由がなく、その委託された業務

に関して知ることのできた特定核燃料物質の防護に関する秘密を漏らしてはならない。 

３ 職務上特定核燃料物質の防護に関する秘密を知ることのできた国の行政機関又は地

方公共団体の職員及びこれらの職員であつた者は、正当な理由がなく、その秘密を漏

らしてはならない。 

 第六十九条第二項中「第五十一条第二項」を「第五十条の四第二項」に改める。 

 第七十条第一項第三号中「第六十一条の二十五第一項各号に掲げる」を「第六十一条

の二十五第一項に規定する」に改め、同項第四号中「第六十一条の二十五第二項各号に

掲げる」を「第六十一条の二十五第二項に規定する」に改め、同項第五号中「第六十一

条の二十六第一項各号に掲げる」を「第六十一条の二十六第一項に規定する」に改め、

同項第六号中「第六十一条の二十六第二項各号に掲げる」を「第六十一条の二十六第二

項に規定する」に改める。 

 第七十一条第一項中「第六十二条第二項」を「第六十二条の二第二項」に、「文部科

学大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣の」を「当該各号に定める大臣の」に改め、同

条第二項中「その者の」を削り、同条第四項及び第五項を削り、同条第六項中「第六十

二条第二項」を「第六十二条の二第二項」に改め、同項を同条第四項とし、同条第七項

を同条第五項とし、同項の次に次の一項を加える。 

６ この法律に定めるもののほか、この法律の規定により文部科学大臣、経済産業大臣

若しくは国土交通大臣又は機構が処分、届出の受理その他の行為（政令で定めるもの

に限る。）をした場合における文部科学大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣への通

報その他の手続については、政令で定める。 

 第七十一条第八項から第十八項までを削る。 

 第七十二条第二項中「第五十条の四第一項」を「第五十条の三第一項」に改め、「認

可をし」の下に「、第十二条の六第八項（第二十二条の八第三項、第四十三条の三の二

第三項、第四十三条の二十七第三項、第五十条の五第三項、第五十一条の二十五第三項

及び第五十七条の六第三項において準用する場合を含む。）若しくは第十二条の七第九



 

 

項（第二十二条の九第五項、第四十三条の三の三第四項、第四十三条の二十八第四項、

第五十一条第四項、第五十一条の二十六第四項及び第五十七条の七第四項において準用

する場合を含む。）の確認をし、第十二条の二第五項（第二十二条の六第二項、第四十

三条の二第二項、第四十三条の二十五第二項、第五十条の三第二項、第五十一条の二十

三第二項及び第五十七条の二第二項において準用する場合を含む。）の検査をし」を加

え、「第五十一条第二項」を「第五十条の四第二項」に、「第六十一条の二第一項」を

「第五十七条の八第一項」に改め、「若しくは第六十五条第一項、第三項若しくは第四

項の規定による届出（国際規制物資使用者又は国際特定活動実施者に係る届出を除

く。）」を削り、同項を同条第五項とし、同項の前に次の二項を加える。 

３ 国家公安委員会又は海上保安庁長官は、前二項の規定の施行に必要な限度において、

その職員（国家公安委員会にあつては、警察庁の職員）に、原子力事業者等の事務所

又は工場若しくは事業所に立ち入り、帳簿、書類その他必要な物件を検査させ、又は

関係者に質問させることができる。 

４ 第六十八条第六項及び第十一項の規定は、前項の規定による立入検査に準用する。 

 第七十二条第一項中「第十一条の三第一項、第十二条の二第一項若しくは第三項」を

「第十一条の二第一項、第十二条の二第三項若しくは第五項（これらの規定を第二十二

条の六第二項、第四十三条の二十五第二項、第五十条の三第二項及び第五十一条の二十

三第二項において準用する場合を含む。）」に改め、「、第二十二条の六第一項、同条

第二項において準用する第十二条の二第三項」及び「、第四十三条の二十五第一項、同

条第二項において準用する第十二条の二第三項」を削り、「第五十条の四第一項、同条

第二項において準用する第十二条の二第三項、第五十一条第一項」を「第五十条の四第

一項」に改め、「、第五十一条の二十三第一項、同条第二項において準用する第十二条

の二第三項」を削り、「（第六十六条第二項において準用する場合を含む。）、第五十

七条の二第一項、同条第二項において準用する第十二条の二第三項」を「、第五十七条

の二第二項において準用する第十二条の二第三項若しくは第五項」に、「第四十三条の

二第一項、同条第二項において準用する第十二条の二第三項」を「第四十三条の二第二

項において準用する第十二条の二第三項若しくは第五項」に、「第六十条第二項（第六

十六条第二項において準用する場合を含む。）」を「第六十条第二項」に、「第六十条

第一項」を「同条第一項」に改め、同項を同条第二項とし、同項の前に次の一項を加え

る。 

  文部科学大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣は、第十二条の二第一項、第二十二

条の六第一項、第四十三条の二第一項、第四十三条の二十五第一項、第五十条の三第

一項、第五十一条の二十三第一項又は第五十七条の二第一項の認可をする場合におい

ては、政令で定めるところにより、あらかじめ国家公安委員会又は海上保安庁長官の

意見を聴かなければならない。 

 第七十二条の二の次に次の一条を加える。 



 

 

 （環境大臣との関係） 

第七十二条の二の二 環境大臣は、廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第二条

第一項に規定する廃棄物をいう。第三項において同じ。）の適正な処理を確保するた

め特に必要があると認めるときは、第六十一条の二第一項又は第二項の規定の運用に

関し文部科学大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣に意見を述べることができる。 

２ 文部科学大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣は、第六十一条の二第一項の確認を

し、又は同条第二項の認可をしたときは、遅滞なく、その旨を環境大臣に連絡しなけ

ればならない。 

３ 文部科学大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣は、環境大臣に対し、第六十一条の

二第一項の確認を受けた物が廃棄物となつた場合におけるその処理に関し、必要な協

力を求めることができる。 

 第七十二条の三第一項第五号を同項第六号とし、同項第四号を同項第五号とし、同項

第三号中「、第五十一条の八第一項及び第五十五条の二第一項の規定による使用前検

査」を「及び第五十一条の八第一項の規定による使用前検査並びに第五十五条の二第一

項の規定による施設検査」に改め、同号を同項第四号とし、同項第二号を同項第三号と

し、同項第一号の次に次の一号を加える。 

 二 第十二条の六第二項及び第三項（第二十二条の八第三項、第四十三条の三の二第

三項、第四十三条の二十七第三項、第五十条の五第三項、第五十一条の二十五第三

項及び第五十七条の六第三項において準用する場合を含む。）、第十二条の七第二

項及び第四項（第二十二条の九第五項、第四十三条の三の三第四項、第四十三条の

二十八第四項、第五十一条第四項、第五十一条の二十六第四項及び第五十七条の七

第四項において準用する場合を含む。）、第二十二条の八第二項、第二十二条の九

第二項、第四十三条の三の二第二項、第四十三条の三の三第二項、第四十三条の二

十七第二項、第四十三条の二十八第二項、第五十条の五第二項、第五十一条第二項、

第五十一条の二十五第二項、第五十一条の二十六第二項、第五十七条の六第二項並

びに第五十七条の七第二項の規定による廃止措置計画及びその変更の認可 

 第七十二条の三第一項に次の一号を加える。 

 七 第六十一条の二第二項の規定による認可 

 第七十二条の四中「製錬事業者、加工事業者、原子炉設置者、使用済燃料貯蔵事業者、

再処理事業者、廃棄事業者若しくは使用者」を「原子力事業者等（外国原子力船運航者

を除く。）」に改める。 

 第七十五条第一項第三号を次のように改める。 

 三 第十二条の六第二項若しくは第三項（第二十二条の八第三項、第四十三条の三の

二第三項、第四十三条の二十七第三項、第五十条の五第三項、第五十一条の二十五

第三項及び第五十七条の六第三項において準用する場合を含む。）、第十二条の七

第二項若しくは第四項（第二十二条の九第五項、第四十三条の三の三第四項、第四



 

 

十三条の二十八第四項、第五十一条第四項、第五十一条の二十六第四項及び第五十

七条の七第四項において準用する場合を含む。）、第十六条の二第一項若しくは第

二項、第二十二条の八第二項、第二十二条の九第二項、第二十七条第一項若しくは

第二項、第四十三条の三の二第二項、第四十三条の三の三第二項、第四十三条の八

第一項若しくは第二項、第四十三条の二十七第二項、第四十三条の二十八第二項、

第四十五条第一項若しくは第二項、第五十条の五第二項、第五十一条第二項、第五

十一条の七第一項若しくは第二項、第五十一条の二十五第二項、第五十一条の二十

六第二項、第五十七条の六第二項、第五十七条の七第二項又は第六十一条の二第二

項の認可を受けようとする者 

 第七十五条第一項第五号を次のように改める。 

 五 第十二条の六第八項（第二十二条の八第三項、第四十三条の三の二第三項、第四

十三条の二十七第三項、第五十条の五第三項、第五十一条の二十五第三項及び第五

十七条の六第三項において準用する場合を含む。）、第十二条の七第九項（第二十

二条の九第五項、第四十三条の三の三第四項、第四十三条の二十八第四項、第五十

一条第四項、第五十一条の二十六第四項及び第五十七条の七第四項において準用す

る場合を含む。）、第五十一条の六第一項若しくは第二項、第五十八条第二項、第

五十九条第二項若しくは第六十一条の二第一項の確認又は第五十九条第三項の承認

を受けようとする者 

 第七十六条の四を削る。 

 第七十八条第一号の次に次の一号を加える。 

 一の二 第十一条の二第二項、第二十一条の三第二項、第三十六条第二項、第四十三

条の十九第二項、第四十九条第二項、第五十一条の十七第二項、第五十七条第三項、

第五十九条第四項（特定核燃料物質の防護のために必要な措置に係る部分に限

る。）又は第六十条第三項の規定による命令に違反した者 

 第七十八条第四号の次に次の三号を加える。 

 四の二 第十二条の二第一項、第二十二条の六第一項、第四十三条の二第一項、第四

十三条の二十五第一項、第五十条の三第一項、第五十一条の二十三第一項又は第五

十七条の二第一項の規定に違反した者 

 四の三 第十二条の二第三項（第二十二条の六第二項、第四十三条の二第二項、第四

十三条の二十五第二項、第五十条の三第二項、第五十一条の二十三第二項及び第五

十七条の二第二項において準用する場合を含む。）の規定による命令に違反した者 

 四の四 第十二条の二第六項（第二十二条の六第二項、第四十三条の二第二項、第四

十三条の二十五第二項、第五十条の三第二項、第五十一条の二十三第二項及び第五

十七条の二第二項において準用する場合を含む。）の規定による立入り、検査若し

くは試料の提出を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して陳述をせず、若

しくは虚偽の陳述をした者 



 

 

 第七十八条第五号中「第五十一条第一項」を「第五十条の四第一項」に改め、同号の

次に次の六号を加える。 

 五の二 第十二条の六第一項の規定に違反して製錬の事業を廃止した者 

 五の三 第十二条の六第二項、第二十二条の八第二項、第四十三条の三の二第二項、

第四十三条の二十七第二項、第五十条の五第二項、第五十一条の二十五第二項又は

第五十七条の六第二項の規定に違反して廃止措置を講じた者 

 五の四 第十二条の六第七項（第二十二条の八第三項、第四十三条の三の二第三項、

第四十三条の二十七第三項、第五十条の五第三項、第五十一条の二十五第三項及び

第五十七条の六第三項において準用する場合を含む。）の規定による命令に違反し

た者 

 五の五 第十二条の七第二項、第二十二条の九第二項、第四十三条の三の三第二項、

第四十三条の二十八第二項、第五十一条第二項、第五十一条の二十六第二項又は第

五十七条の七第二項の規定に違反した者 

 五の六 第十二条の七第三項、第二十二条の九第三項、第四十三条の三の三第三項、

第四十三条の二十八第三項、第五十一条第三項、第五十一条の二十六第三項又は第

五十七条の七第三項の規定に違反した者 

 五の七 第十二条の七第八項（第二十二条の九第五項、第四十三条の三の三第四項、

第四十三条の二十八第四項、第五十一条第四項、第五十一条の二十六第四項及び第

五十七条の七第四項において準用する場合を含む。）の規定による命令に違反した

者 

 第七十八条第八号の次に次の一号を加える。 

 八の二 第二十一条の三第一項、第三十六条第一項、第四十三条の十九第一項、第四

十九条第一項、第五十一条の十七第一項、第五十八条第三項又は第五十九条第四項

（特定核燃料物質の防護のために必要な措置に係る部分を除く。）の規定による命

令に違反した者 

 第七十八条第九号中「第二十二条の二の二第一項」を「第二十二条の二第一項」に改

め、同号の次に次の一号を加える。 

 九の二 第二十二条の八第一項の規定に違反して加工の事業を廃止した者 

 第七十八条第十三号の次に次の一号を加える。 

 十三の二 第四十三条の三の二第一項の規定に違反して原子炉を廃止した者 

 第七十八条第十六号の次に次の一号を加える。 

 十六の二 第四十三条の二十七第一項の規定に違反して使用済燃料の貯蔵の事業を廃

止した者 

 第七十八条第十九号中「第五十条の三第一項」を「第五十条の二第一項」に改め、同

号の次に次の一号を加える。 

 十九の二 第五十条の五第一項の規定に違反して再処理の事業を廃止した者 



 

 

 第七十八条第二十二号の次に次の一号を加える。 

 二十二の二 第五十一条の二十五第一項の規定に違反して廃棄の事業を廃止した者 

 第七十八条第二十四号の次に次の一号を加える。 

 二十四の二 第五十七条の六第一項の規定に違反して核燃料物質のすべての使用を廃

止した者 

 第七十八条第二十六号中「第六十一条の二の二第一項」を「第六十二条第一項」に改

め、同号の次に次の一号を加える。 

 二十六の二 第六十二条の三（核原料物質使用者に係る部分を除く。）の報告をせず、

又は虚偽の報告をした者 

 第七十八条第二十八号中「第六十六条の四第二項」を「第六十六条の二第二項」に改

め、同条第二十九号中「製錬事業者、加工事業者、原子炉設置者、外国原子力船運航者、

使用済燃料貯蔵事業者、再処理事業者、廃棄事業者又は使用者（次号及び第八十条にお

いて「製錬事業者等」という。）」を「核原料物質使用者、国際規制物資を使用してい

る者及び国際特定活動実施者」に、「に限る」を「を除く」に改め、同条第三十号中

「製錬事業者等」を「核原料物質使用者、国際規制物資使用者、第六十一条の三第一項

各号のいずれかに該当する場合における当該各号に規定する者、同条第五項、第六項、

第八項及び第九項に規定する者並びに国際特定活動実施者」に、「に限る」を「を除

く」に改め、同条に次の二号を加える。 

 三十一 第六十八条の三の規定に違反した者 

 三十二 第七十二条第三項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは

忌避し、又は質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

 第七十八条の四中「第六十一条の二の二第一項」を「第六十二条第一項」に改める。 

 第七十九条中「五十万円」を「三百万円」に改め、同条第二号から第五号までを削り、

同条第六号を同条第二号とし、同条第七号から第八号までを削り、同条第九号を同条第

三号とし、同条第十号中「（第六十六条第二項において準用する場合を含む。）、第五

十八条第一項（第六十六条第二項において準用する場合を含む。）、第五十九条（第六

十六条第二項において準用する場合を含む。）又は第六十条第一項（第六十六条第二項

において準用する場合を含む。）」を「、第五十七条の四、第五十七条の五又は第六十

条第一項」に改め、同号を同条第四号とし、同号の次に次の一号を加える。 

 五 第五十七条の八第一項の規定による届出をしないで核原料物質を使用し、又は同

条第五項の規定による命令に違反した者 

 第七十九条第十一号中「第五十八条の二第二項（第六十六条第二項において準用する

場合を含む。）」を「第五十八条第二項」に改め、同号を同条第六号とし、同条第十二

号中「第五十九条の二第二項（第六十六条第二項において準用する場合を含む。）」を

「第五十九条第二項」に、「第五十九条の二第五項（第六十六条第二項において準用す

る場合を含む。）」を「同条第五項」に改め、同号を同条第七号とし、同条第十三号中



 

 

「第五十九条の二第八項（第六十六条第二項において準用する場合を含む。）」を「第

五十九条第八項」に改め、同号を同条第八号とし、同条第十四号を削り、同条中第十五

号を第九号とし、第十六号を第十号とし、第十七号を第十一号とし、第十八号を第十二

号とし、同号の次に次の一号を加える。 

 十三 第六十一条の九の三第一項の規定に違反した者 

 第七十九条第十九号中「第六十二条第一項」を「第六十二条の二第一項」に改め、同

号を同条第十四号とし、同条第二十号を削る。 

 第八十条中「三十万円」を「百万円」に改め、同条第一号を削り、同条第二号中「第

六十一条の二第二項第二号」を「第五十七条の八第二項第二号」に改め、同号を同条第

一号とし、同号の次に次の一号を加える。 

 二 第五十七条の八第七項若しくは第八項、第六十一条の九の二第一項若しくは第三

項、第六十一条の九の四第一項若しくは第三項から第五項まで若しくは第六十三条

の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 第八十条第八号を削り、同条中第七号を第八号とし、第四号から第六号までを一号ず

つ繰り下げ、同条第三号中「第六十一条の三第四項」の下に「若しくは第七項」を、

「同条第五項」の下に「若しくは第八項」を、「同条第六項」の下に「若しくは第九

項」を加え、同号を同条第四号とし、同号の前に次の一号を加える。 

 三 第五十九条第十一項の規定による警察官の停止命令に従わず、提示の要求を拒み、

検査を拒み、若しくは妨げ、又は同項の規定による命令に従わなかつた者 

 第八十条第十一号を同条第十二号とし、同条第十号中「製錬事業者等」を「核原料物

質使用者、国際規制物資使用者、第六十一条の三第一項各号のいずれかに該当する場合

における当該各号に規定する者、同条第五項、第六項、第八項及び第九項に規定する者

並びに国際特定活動実施者」に、「を除く」を「に限る」に改め、同号を同条第十一号

とし、同条第九号中「製錬事業者等」を「核原料物質使用者、国際規制物資を使用して

いる者及び国際特定活動実施者」に、「を除く」を「に限る」に改め、同号を同条第十

号とし、同号の前に次の一号を加える。 

 九 第六十二条の三（核原料物質使用者に係る部分に限る。）の報告をせず、又は虚

偽の報告をした者 

 第八十条の二及び第八十条の三中「一に」を「いずれかに」に、「二十万円」を「五

十万円」に改める。 

 第八十条の四中「二十万円」を「五十万円」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

第八十条の五 第七十六条の二及び第七十六条の三の罪は、刑法第四条の二の例に従う。 

２ 第七十八条第三十一号の規定は、日本国外において同号の罪を犯した者にも適用す

る。 

 第八十一条第二号中「第八号（試験研究炉等設置者に係る部分を除く。）」の下に「、

第八号の二（試験研究炉等設置者及び使用者に係る部分を除く。）」を、「第二十一



 

 

号」の下に「、第二十六号の二（試験研究炉等設置者及び使用者に係る部分を除

く。）」を加える。 

 第八十一条の二第一号中「第六十六条の二第一項」を「第六十五条第一項」に改め、

同条第二号中「第六十六条の二第二項」を「第六十五条第二項」に改める。 

 第八十二条中「一に」を「いずれかに」に改め、同条第二号中「第五十一条第二項」

を「第五十条の四第二項」に改め、同条第三号中「第二十二条の二の二第二項（第五十

条の三第二項」を「第二十二条の二第二項（第五十条の二第二項」に改め、同条第九号

中「第五十九条の三第二項（第六十六条第二項において準用する場合を含む。）」を

「第五十九条の二第二項」に改め、同条第十号中「第六十六条第三項」を「第六十一条

の九の三第二項」に改める。 

 第八十三条中「第六十一条の二第三項」を「第五十七条の八第三項」に改める。 

 第八十五条第一項第一号中「第六十一条の二の二第一項」を「第六十二条第一項」に

改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して九月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 この法律の施行前にこの法律による改正前の核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律（以下「旧法」という。）第三十八条第一項の規定による届出

をした者（この法律の施行前に旧法第六十五条第一項又は第三項の規定による届出を

した者を除く。）が行う当該届出に係る原子炉の廃止に係るこの法律による改正後の

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「新法」という。）第

四十三条の三の二第一項に規定する廃止措置に相当する行為については、この法律の

施行の日から六月間（次項の規定による認可を申請した場合には、その申請について

認可があった旨又は認可をしない旨の通知を受ける日までの間）は、なお従前の例に

よる。 

２ 前項に規定する者は、この法律の施行の日から六月間は、主務省令（新法第二十三

条第一項各号に掲げる原子炉の区分に応じ、当該各号に定める大臣（以下この項にお

いて「主務大臣」という。）の発する命令をいう。）で定めるところにより、新法第

四十三条の三の二第二項に規定する廃止措置計画を定め、主務大臣にその認可の申請

をすることができる。 

３ 新法第四十三条の三の二第三項において準用する新法第十二条の六第四項の規定は、

前項の認可について準用する。 

４ 第二項の規定により受けた認可は、新法第四十三条の三の二第二項の規定により受

けた認可とみなす。 



 

 

第三条 この法律の施行前に旧法第二十二条の二第一項、第四十三条の二十一第一項又

は第五十条の二第一項の規定による届出をした者（この法律の施行前に旧法第六十五

条第一項又は第三項の規定による届出をした者を除く。）が行う当該届出に係る加工

施設、使用済燃料貯蔵施設又は再処理施設に係る加工、使用済燃料の貯蔵又は再処理

の事業の廃止に係る新法第二十二条の八第一項、第四十三条の二十七第一項又は第五

十条の五第一項に規定する廃止措置に相当する行為については、この法律の施行の日

から六月間（次項の規定による認可を申請した場合には、その申請について認可があ

った旨又は認可をしない旨の通知を受ける日までの間）は、なお従前の例による。 

２ 前項に規定する者は、この法律の施行の日から六月間は、経済産業省令で定めると

ころにより、それぞれ新法第二十二条の八第二項、第四十三条の二十七第二項又は第

五十条の五第二項に規定する廃止措置計画を定め、経済産業大臣にその認可の申請を

することができる。 

３ 新法第二十二条の八第三項において準用する新法第十二条の六第四項の規定は第一

項に規定する者のうち旧法第二十二条の二第一項の規定による届出をした者に係る前

項の認可について、新法第四十三条の二十七第三項において準用する新法第十二条の

六第四項の規定は第一項に規定する者のうち旧法第四十三条の二十一第一項の規定に

よる届出をした者に係る前項の認可について、新法第五十条の五第三項において準用

する新法第十二条の六第四項の規定は第一項に規定する者のうち旧法第五十条の二第

一項の規定による届出をした者に係る前項の認可について準用する。 

４ 第二項の規定により受けた認可は、新法第二十二条の八第二項、第四十三条の二十

七第二項又は第五十条の五第二項の規定により受けた認可とみなす。 

第四条 この法律の施行の際現に使用施設等の解体を行っている使用者（この法律の施

行前に旧法第六十五条第一項又は第四項の規定による届出をした者を除く。）が行う

当該使用施設等に係る核燃料物質のすべての使用の廃止に係る新法第五十七条の六第

一項に規定する廃止措置に相当する行為については、この法律の施行の日から六月間

（次項の規定による認可を申請した場合には、その申請について認可があった旨又は

認可をしない旨の通知を受ける日までの間）は、なお従前の例による。 

２ 前項に規定する者は、この法律の施行の日から六月間は、文部科学省令で定めると

ころにより、新法第五十七条の六第二項に規定する廃止措置計画を定め、文部科学大

臣にその認可の申請をすることができる。 

３ 新法第五十七条の六第三項において準用する新法第十二条の六第四項の規定は、前

項の認可について準用する。 

４ 第二項の規定により受けた認可は、新法第五十七条の六第二項の規定により受けた

認可とみなす。 

第五条 この法律の施行前に、旧法第十条若しくは第四十六条の七の規定により指定を

取り消された製錬事業者若しくは再処理事業者、旧法第二十条、第三十三条第一項若



 

 

しくは第二項、第四十三条の十六、第五十一条の十四、第五十六条若しくは第六十一

条の六の規定により許可を取り消された加工事業者、原子炉設置者、使用済燃料貯蔵

事業者、廃棄事業者、使用者若しくは国際規制物資使用者又は旧法第六十五条第一項、

第三項若しくは第四項の規定による届出をした者については、旧法第六十一条第九号

及び第六十六条の規定並びに同条第二項において準用する旧法第五十七条、第五十八

条から第五十九条の三まで及び第六十条第一項から第三項までの規定は、なおその効

力を有する。 

 （処分等の効力） 

第六条 この法律の施行前に旧法又はこれに基づく命令の規定によってした処分、手続

その他の行為であって、新法又はこれに基づく命令の規定に相当の規定があるものは、

この附則に別段の定めがあるものを除き、新法又はこれに基づく命令の相当の規定に

よってしたものとみなす。 

 （罰則の適用に関する経過措置） 

第七条 この法律の施行前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従前の例による

こととされる場合及びこの附則の規定によりなお効力を有することとされる場合にお

けるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

 （政令への委任） 

第八条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経

過措置は、政令で定める。 

 （検討） 

第九条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、新法の規定について検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 （原子力損害賠償補償契約に関する法律の一部改正） 

第十条 原子力損害賠償補償契約に関する法律（昭和三十六年法律第百四十八号）の一

部を次のように改正する。 

 第十五条第一項第四号中「第五十八条、第五十八条の二第一項、第五十九条又は第五

十九条の二第一項」を「第五十七条の四、第五十七条の五、第五十八条第一項又は第五

十九条第一項」に改める。 

 （地価税法の一部改正） 

第十一条 地価税法（平成三年法律第六十九号）の一部を次のように改正する。 

  別表第二第三号中「第六十一条の二第一項」を「第五十七条の八第一項」に改める。 

 （核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法律の一

部改正） 

第十二条 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法



 

 

律（平成九年法律第八十号）の一部を次のように改正する。 

  第六十八条の二の次に一条を加える改正規定中「第六十八条の二」を「第六十八条

の三を第六十八条の四とし、第六十八条の二」に改め、第六十八条の三に見出しとし

て「（包括的核実験禁止条約機関の指定する者等の立入検査等）」を付する。 

  第七十六条の四を改め、同条を第七十六条の五とし、第七十六条の三を第七十六条

の四とし、第七十六条の二の次に一条を加える改正規定中「第七十六条の四中「前二

条」を「第七十六条の二及び前条」に、「、刑法第四条の二」を「刑法第四条の二の

例に、第七十六条の三の罪は同法第三条」に改め、同条を第七十六条の五とし、」を

削り、同改正規定の次に次のように加える。 

  第七十八条第三十一号中「第六十八条の三」を「第六十八条の四」に改める。 

 第八十条中第十一号を第十二号とし、第十号を第十一号とし、第九号の次に一号を加

える改正規定中「第十一号を第十二号とし、第十号を第十一号とし、第九号」を「第十

二号を第十三号とし、第十一号を第十二号とし、第十号」に、「十 第六十七条の二第

一項」を「十一 第六十七条の二第一項」に改める。 

 第八十条に二号を加える改正規定中「十三 第六十八条の三第一項」を「十四 第六

十八条の三第一項」に、「十四 第六十八条の三第二項」を「十五 第六十八条の三第

二項」に改め、同改正規定の次に次のように加える。 

  第八十条の五第一項中「第七十六条の三」を「第七十六条の四」に、「、刑法第四

条の二」を「刑法第四条の二の例に、第七十六条の三の罪は同法第三条」に改める。 

 （テロリストによる爆弾使用の防止に関する国際条約の締結に伴う関係法律の整備に

関する法律の一部改正） 

第十三条 テロリストによる爆弾使用の防止に関する国際条約の締結に伴う関係法律の

整備に関する法律（平成十三年法律第百二十一号）の一部を次のように改正する。 

  附則第二条第二項中「第七十六条の四」を「第八十条の五第一項」に改める。 

 （行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の一部改正） 

第十四条 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成十四年法律第

百五十一号）の一部を次のように改正する。 

 別表核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和三十二年法律第百

六十六号）の項中「第五十九条の二第五項」を「第五十九条第五項」に改める。 



 

 

     理 由 

 最近における核燃料物質の防護をめぐる状況にかんがみ核燃料物質の防護対策の強化

を図るため、原子力事業者等に対し、核物質防護規定の遵守の状況に関する国の検査の

受検及び特定核燃料物質の防護に関する秘密の保持を義務付けるほか、原子炉施設等の

廃止について更なる安全の確保を図るため、廃止措置計画の認可制度を設ける等の措置

を講ずるとともに、原子炉施設等の解体等に伴い生ずる放射能濃度が著しく低い物の取

扱いに関する規定の整備を行う等の必要がある。これが、この法律案を提出する理由で

ある。 


